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Ⅰ．令和３年度住宅局関係予算事業費・国費総括表

合　　計 令和２年度 令和３年度

対前年度 第３次補正予算 当初予算 対前年度

倍 率 倍 率

（A=B+C） (A/D) (B) (C) (C/D) （D）

3,003,710 0.97 6,202 2,997,508 0.97 3,097,368

21,353 1.16 0 21,353 1.16 18,362

3,484 1.00 0 3,484 1.00 3,484

476,219 0.88 6,202 470,017 0.87 540,180

うち 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業 89,019 皆増 0 89,019 皆増 －

うち マンションストック長寿命化等モデル事業 41,900 1.00 0 41,900 1.00 41,900

うち 空 き 家 対 策 総 合 支 援 事 業 9,000 1.29 0 9,000 1.29 7,000

うち 密 集 市 街 地 総 合 防 災 事 業 8,984 1.03 0 8,984 1.03 8,762

うち 地 域 居 住 機 能 再 生 推 進 事 業 81,954 1.24 3,800 78,154 1.18 66,299

うち ス マ ー ト ウ ェ ル ネ ス 住 宅 等 推 進 事 業 176,535 0.76 0 176,535 0.76 232,500

うち 地 域 型 住 宅 グ リ ー ン 化 事 業 29,581 1.10 1,971 27,610 1.02 26,957

うち 長 期 優 良 住 宅 化 リ フ ォ ーム 推進 事業 13,220 1.00 0 13,220 1.00 13,220

2,434,257 0.99 0 2,434,257 0.99 2,459,350

67,967 0.90 0 67,967 0.90 75,562

430 1.00 0 430 1.00 430

153,238 0.99 0 153,238 0.99 154,282

うち 防 災 ・ 省 エ ネ ま ち づ く り 緊 急 促 進 事 業 126,703 0.94 0 126,703 0.94 134,294

1,475 7.30 1,273 202 1.00 202

3,158,423 0.97 7,475 3,150,948 0.97 3,251,851

－ － － － － －

うち 住 宅 市 場 整 備 推 進 等 事 業 費 補 助 － － － － － －

うち 環 境 ・ ス ト ッ ク 活 用 推 進 事 業 － － － － － －

うち グ リ ー ン 住 宅 ポ イ ン ト 制 度 － － － － － －

うち す ま い 給 付 金 － － － － － －

3,158,423 0.97 7,475 3,150,948 0.97 3,251,851

公　　共　　事　　業　　関　　係　　計

行 政 経 費

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

都 市 再 生 機 構

住 宅 建 設 事 業 調 査 費 等

都 市 環 境 整 備

災 害 復 旧 等

住 宅 対 策

公 的 賃 貸 住 宅 家 賃 対 策

公 営 住 宅 整 備 費 等 補 助

住 宅 市 街 地 総 合 整 備

住 宅 金 融 支 援 機 構

事 項

事　　　　　　業　　　　　　費

令和２年度第３次補正・令和３年度当初

前 年 度
予 算 額
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（単位：百万円）

合　　計 令和２年度 令和３年度

対前年度 第３次補正予算 当初予算 対前年度

倍 率 倍 率

（E=F+G） (E/H) (F) (G) (G/H) （H）

160,359 1.04 3,105 157,254 1.02 154,354

12,529 1.13 0 12,529 1.13 11,091

1,800 1.00 0 1,800 1.00 1,800

119,838 1.07 3,105 116,733 1.04 112,329

14,000 皆増 0 14,000 皆増 －

1,700 1.00 0 1,700 1.00 1,700

4,500 1.29 0 4,500 1.29 3,500

4,500 1.00 0 4,500 1.00 4,500

42,237 1.25 1,900 40,337 1.20 33,740

23,000 0.92 0 23,000 0.92 25,000

15,000 1.11 1,000 14,000 1.04 13,500

4,500 1.00 0 4,500 1.00 4,500

25,762 0.90 0 25,762 0.90 28,704

0 0 0 0

430 1.00 0 430 1.00 430

8,409 1.00 0 8,409 1.00 8,409

7,794 0.94 0 7,794 0.94 8,292

882 8.73 781 101 1.00 101

169,650 1.04 3,886 165,764 1.02 162,864

201,186 13.15 187,136 14,049 0.92 15,300

5,640 1.01 0 5,640 1.01 5,589

7,494 0.83 0 7,494 0.83 9,070

109,400 皆増 109,400 － － －

77,736 皆増 77,736 － － －

370,836 2.08 191,022 179,813 1.01 178,164

国　　　　　　　　　　　　　費

備 考

令和２年度第３次補正・令和３年度当初

前 年 度
予 算 額

1．本表のほか、社会資本整備総合交付金等（令和３年度）とし

て、14,851億円の内数がある。

2．本表のほか、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経

費（令和３年度）として、22,376百万円がある。

3．前年度予算額は通常分であり、臨時・特別の措置を含まな

い。

4．計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数にお

いて合計とは合致しないものがある。

他局計上分を含む。
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Ⅱ．令和３年度住宅局関係財政投融資等総括表

　

資　金　内　訳

　　　　区　　　　　　　　分 政府保証債

３　年　度 （　Ａ　） 43,100 220,000 263,100

前　年　度 （　Ｂ　） 50,100 0 50,100

独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構

比  較 （ Ａ － Ｂ ） △ 7,000 220,000 213,000

倍  率 （ Ａ ／ Ｂ ） 0.86 - 5.25

３　年　度 （　Ａ　） 492,700 0 492,700

前　年　度 （　Ｂ　） 433,900 0 433,900

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構

比  較 （ Ａ － Ｂ ） 58,800 0 58,800

倍  率 （ Ａ ／ Ｂ ） 1.14 - 1.14

３　年　度 （　Ａ　） 535,800 220,000 755,800

前　年　度 （　Ｂ　） 484,000 0 484,000

合　　　　　　　　　　計

比  較 （ Ａ － Ｂ ） 51,800 220,000 271,800

倍  率 （ Ａ ／ Ｂ ） 1.11 - 1.56

（注） １．独立行政法人住宅金融支援機構における令和３年度の自己資金等は、証券化支援事業における買取実績・市場金利等

 　　　２．独立行政法人都市再生機構は、都市再生勘定に係る業務分である。

 　 　 ３．独立行政法人都市再生機構の政府出資金等は、都市開発資金借入金256百万円（前年度256百万円）である。

　　　 ４．独立行政法人都市再生機構は、このほかに宅地造成等経過業務分として債券10,000百万円（前年度40,000百万円） の

  　　　　 なお、同機構全体（都市再生勘定及び宅地造成等経過勘定）として、債券120,000百万円（前年度120,000百万円） の

  　　 ５．本表のほか、独立行政法人都市再生機構は、令和２年度第３次補正予算において財政投融資計画の追加（財政融資

  　　 ６．計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

（Ｃ）

財　　　政　　　投　　　融　　　資

財政融資資金 小　　計
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（単位：百万円）　

小　　計

2,644,000 0 195,316 134,100 △ 642,283 2,331,133 2,594,233

2,915,100 0 211,484 132,000 △ 659,441 2,599,144 2,649,244

△ 271,100 0 △ 16,168 2,100 17,157 △ 268,011 △ 55,011

0.91 - 0.92 1.02 0.97 0.90 0.98

110,000 256 0 10,000 762,683 882,939 1,375,639

80,000 256 0 10,000 833,736 923,992 1,357,892

30,000 0 0 0 △ 71,052 △ 41,052 17,748

1.38 1.00 - 1.00 0.91 0.96 1.01

2,754,000 256 195,316 144,100 120,400 3,214,072 3,969,872

2,995,100 256 211,484 142,000 174,295 3,523,135 4,007,135

△ 241,100 0 △ 16,168 2,100 △ 53,895 △ 309,063 △ 37,263

0.92 1.00 0.92 1.01 0.69 0.91 0.99

の動向により変動する可能性がある。

発行を予定している。

発行を予定している。

資金58,100百万円）がある。

その他

（Ｄ） （Ｃ＋Ｄ）

自 　　　　　己　　 　　　資　　　 　　金　　　 　　等

合　　　計

財投機関債 政府出資金等 特別債券 民間借入金
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Ⅲ．重点施策のポイント 

  

令和３年度住宅局関係予算については、以下の分野における施策を中心に重

点的に取り組むこととする。 

ⅰ）住まい・くらしの安全確保 

ⅱ）くらしの多様化に応える良質な住宅ストックと流通市場の形成 

ⅲ）誰もが安心して暮らせる住まいの確保 

ⅳ）住宅・建築分野の生産性向上と新技術実装の推進 

その際、新たな投資を促す誘発効果の高いもの、緊急性の高いもの、民間の

ノウハウを活かした既存ストックを有効活用するものについて重点的に支援し、

限られた予算の中で最大限の効果の発現を図る。 

また、「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」に基づき、

グリーン社会の実現及び民需主導の好循環の実現等に資する住宅投資を喚起す

るための対策を実施する。 

 

 

 

 

近年、災害が激甚化・頻発化している状況を踏まえ、住まい・くらしの安全

確保を図るため、災害に強いまちづくりを推進する。 

このため、南海トラフ巨大地震、首都直下地震などの大規模地震発生時に、

大規模火災の発生のおそれがある密集市街地の改善のための取組を促進すると

ともに、住宅・建築物の耐震化をより一層推進する。 

また、国土強靱化の取組として、避難者・帰宅困難者対策、防災拠点となる

建築物の地震対策、超高層建築物等の長周期地震動対策等を推進する。 

さらに、東日本大震災からの復興・再生に引き続き取り組むとともに、地震、

豪雨、台風等の大規模自然災害からの早期の復旧・復興に取り組む。 

 

  

１．住まい・くらしの安全確保 
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【密集市街地総合防災事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

【地域防災拠点建築物整備緊急促進事業 国費：140 億円（皆増)】 

【防災・省エネまちづくり緊急促進事業 国費：77.94 億円（0.94 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

【優良住宅整備促進等事業費補助 国費：257.62 億円（0.90 倍）】 

【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：230 億円（0.92 倍）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：140 億円（1.04 倍）】 

【地域居住機能再生推進事業 国費：403.37 億円（1.20 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：19 億円）】 

【特定施策賃貸住宅ストック総合改善等事業 国費：41.96 億円（0.95 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：2.05 億円）】 

 【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅市街地総合整備事業・市街地再開発事業・  

住宅・建築物安全ストック形成事業・住宅地区改良事業等)】 

 

密集市街地の防災性の向上を図るため、老朽建築物の除却や延焼防止性能

の高い建築物への建替え、避難路となる道路や避難場所となる公園等の整備

を促進する。 

また、住宅、避難路沿道の建築物、耐震診断義務付け対象建築物等の耐震

改修、超高層建築物等における長周期地震動対策等を引き続き推進する。 

さらに、激甚化・頻発化する大規模自然災害を踏まえ、地域の防災拠点と

なる建築物の整備を促進するため、大規模自然災害発生時における避難者等

の受入れ施設の整備及びその耐震化に対する支援を強化する。 

加えて、水災害・強風災害等により被害を受けるおそれがある住宅に居住

する者が安全に生活できる住宅を確保できるよう、住宅の改修や移転等に対

する支援を強化する。 

また、災害リスクの少ない地域へ立地を誘導するため、住宅の新築に対す

る支援を重点化する。 

さらに、公的賃貸住宅の建替等による防災・減災対策の支援を強化する。 

 
＜耐風性能が高い瓦の緊結方法（新築：建築基準法で義務化 既存：耐風改修を支援）＞ 

  
＜浸水対策の例＞ 

  

（１）災害等に強い安全な住まい・くらしの推進 
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【東日本大震災災害公営住宅家賃対策補助事業 ※復興庁にて予算計上】 

【東日本大震災復興関連事業円滑化支援事業 ※復興庁にて予算計上】 

【福島再生加速化交付金の内数 ※復興庁にて予算計上】 

 

「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針に基づ

き、住まいとまちの復興に向け、災害公営住宅の整備及び家賃の減額等に対

する支援を行う。 

また、被害を受けた住宅等について、住宅金融支援機構の災害復興住宅融

資の申込期間を更に延長し、金利引下げ措置等により、引き続き住宅の自力

再建等を支援する。 

さらに、被災者の生活再建を一層推進するため、建築確認・検査の手数料

を減免する民間の指定確認検査機関に対する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：戸 
工事完了 完成見込み（累計） 

計画戸数 

（R2.3 末） R２年度 R３年度 

岩  手  県 5,734 5,833 5,833 5,833 

宮  城  県 15,823 15,823 15,823 15,823 

福  島  県 
(うち、帰還者向け) 

7,971 
(397) 

7,997 
(423) 

8,029 
(455) 

8,152 
(455) 

合     計 29,528 29,653 29,685 29,808 

進捗率
※

 99.70% 100% 100% ― 

 

  

（２）東日本大震災からの復興・再生 

＜災害公営住宅の整備事例＞ 

福島県いわき市･57 戸(共同住宅) 宮城県気仙沼市･284 戸(共同住宅) 岩手県山田町･8 戸(長屋) 

CLT パネル工法を導入することにより、工期の短

縮を図るとともに、木材の利用を促進。 

団地内に市民福祉センターや高齢者相談室を併設。 木造の長屋住宅。地域性を考慮した設計と地域景

観に配慮した配置･色彩計画を実施。 

＜「住まいの復興工程表」(R2.9 末時点)＞ 

※ 進捗率には、調整中 123 戸及び帰還者向け災害公営住宅を含まない。 
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【公営住宅整備費等補助 国費：18 億円（1.00 倍）】 

【住宅施設災害復旧事業費補助 国費：1.01 億円（1.00 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：7.81 億円）】 

【建築基準法・建築士法等の円滑な執行体制の確保に関する事業 国費：2.4 億円（1.22 倍）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅地区改良事業等・優良建築物等整備事業）】 

 

被災者の早期の居住の安定確保を図るため、地方公共団体による災害公営

住宅の供給等への支援を行う。 

また、被災者の生活を早期に再建するため、建築確認・検査の手数料を減

免する民間の指定確認検査機関に対する支援を行うほか、被災マンションの

建替え等による再生を推進する。 

 

 

 

 

 

  

（３）大規模自然災害からの復旧・復興 

熊本市 上熊本地区優良建築物等整備事業 

＜2016 年熊本地震による被災マンションの建替え事例＞ 
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「新たな日常」の実現を含め、国民一人ひとりが望む豊かなくらしを実現す

るためには、居住者のニーズに合致した良質な住宅ストックの形成と、そのよ

うなストックの円滑な流通と効率的な活用を可能とする市場の整備が必要であ

る。 

このため、住宅・建築物について、「新たな日常」への対応や省エネ化・長寿

命化を進めることによって良質なストックの形成を推進するとともに、住宅の

適切な維持管理やリフォームを促進することで、良質な住宅の価値が維持・評

価され、活発に取り引きされるような既存住宅市場の整備を図る。 

また、今後急増する高経年マンションについて、適切な維持管理を促進する

とともに、マンションの円滑な再生を図る取組への支援を強化し、ソフトとハ

ードの両面から総合的な取組を促進する。 

  さらに、少子高齢化の進展等により増加する空き家について、除却・利活用

への支援を強化するとともに、相談体制の整備等に向けた取組を促進する。 

  

２．くらしの多様化に応える良質な住宅ストックと流通市場

の形成 
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【特定施策賃貸住宅ストック総合改善等事業 国費：41.96 億円（0.95 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：2.05 億円）】 

【防災・省エネまちづくり緊急促進事業 国費：77.94 億円（0.94 倍）】 

【省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業 国費：5 億円（0.82 倍）】 

【環境・ストック活用推進事業 国費：74.94 億円（0.83 倍）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：140 億円（1.04 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：10 億円）】 

【優良住宅整備促進等事業費補助 国費：257.62 億円（0.90 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

【長期優良住宅認定取得促進モデル事業 国費：0.6 億円(皆増)】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅市街地総合整備事業・  

市街地再開発事業・優良建築物等整備事業）】 
 

「新たな日常」への対応を含めた居住に関する多様なニーズを踏まえ、住

宅団地等におけるコワーキングスペース等の整備によるテレワーク環境の整

備に対する支援を強化する。 

また、市街地再開発事業等において、防災性能、省エネルギー性能の向上

や子育て世帯への配慮といった政策課題への対応のみならず、新たな働き方

への対応についても優良な性能を有する先導的な住宅・建築物の整備への支

援を強化する。 

さらに、パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略等の目標達成に向け

て、改正建築物省エネ法の周知・徹底等による省エネ住宅・建築物の整備に

向けた体制整備や、サステナブルな社会の形成に資するリーディングプロジ

ェクト、中小工務店等の連携によるゼロ・エネルギー住宅（ZEH）をはじめと

した省エネ性能の高い住宅の整備、住宅・建築物の省エネ改修等に対する支

援を強化するとともに、省エネ性能等に優れた住宅の取得に対して、住宅金

融支援機構のフラット３５の金利を引き下げることにより支援を行う。 

加えて、住宅の長寿命化に向けて、長期優良住宅化リフォームや中小工務

店等の連携による長期優良住宅の整備、長期優良住宅の認定取得促進に向け

たモデル的な取組、長期優良住宅の整備を伴う市街地再開発事業等への支援

を強化する。 

  

（１）住宅・建築物における「新たな日常」への対応と省エネ化・長寿

命化の推進 

＜コワーキングスペースのイメージ＞ 
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【住宅・建築生産性向上促進事業 国費：7.13 億円（1.00 倍）】 

【住宅ストック維持・向上促進事業 国費：6.41 億円（0.91 倍）】 

【住宅に係る統合的な情報インフラ整備事業 国費：1 億円（皆増）】 

【住宅資産としての戸建て住宅利活用促進事業 国費：0.3 億円（1.00 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 
 

消費者が安心して既存住宅の取得やリフォームを行うことができるよう、

安心Ｒ住宅制度や住宅リフォーム事業者団体登録制度等の既存住宅流通・リ

フォーム市場の活性化に向けた施策の普及を進める取組に対する支援を行う。 

また、良質な住宅ストックが適正に評価される市場環境の構築に向け、住

宅ストックの維持向上・評価・流通・金融等の一体的な仕組みの開発・普及

を進める取組に対する支援を行うとともに、住宅瑕疵情報や履歴情報等住宅

に係る情報を統合的に収集・分析するデータベース構築に対する支援を強化

する。 

さらに、戸建て住宅の利活用、空き家の発生抑制に向け、先駆的な取組の

創出・横展開及び新たな居住ニーズに対応した健全な取引環境の整備を図る。  

加えて、既存住宅取得時に行うリフォームに対する支援を行う。 
 

 
 
 
 

 

  

（２）既存ストックの有効活用・市場の活性化 

＜既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向けた施策＞ 
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【マンション管理適正化・再生推進事業 国費：2.01 億円（1.34 倍）】 

【マンションストック長寿命化等モデル事業 国費：17 億円（1.00 倍）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（優良建築物等整備事業）】 

 

築４０年超のマンションの急増が見込まれる中、老朽化を抑制し、周辺へ

の危害等を防止するための維持管理の適正化や、老朽化が進み維持修繕等が

困難なマンションの再生に向けた取組の強化が喫緊の課題となっている。 

令和２年６月に成立した改正マンション管理適正化法により、管理適正化

に関する地方公共団体の役割が強化されたことを踏まえ、マンション管理の

実態調査をはじめ、地方公共団体等が行うマンションの管理適正化・再生に

向けた取組への支援を強化する。 

また、同じく成立した改正マンション建替円滑化法で拡充された要除却認

定基準に適合する老朽化マンションの再生に対する支援を強化するとともに、

老朽化マンションの再生検討から長寿命化に資する改修等を行うモデル的な

再生プロジェクトに対する支援を行う。 

 

 

 

   

 

  

（３）マンションの管理適正化・再生円滑化 

＜支援のイメージ＞ 

地方公共団体による実態調査・再生に向けた検討 
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【空き家対策総合支援事業 国費：45 億円（1.29 倍）】 

【住宅市場を活用した空き家対策モデル事業 国費：3.5 億円（皆増）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（空き家再生等推進事業）】 

 

少子高齢化の進展等により増加する空き家について、除却・利活用を進め

るとともに、その発生を抑制するための取組を進めていくことが重要である。 

このため、地方公共団体による空家等対策計画に基づく総合的な空き家対

策の一層の推進を図るとともに、特定空家等に至る前段階において、将来的

に特定空家等になる蓋然性が高い空き家の除却等への支援を強化する。 

また、空き家相談のための人材育成、法務・不動産・建築等の多様な専門

家と連携した相談体制の構築、住宅市場を活用した空き家対策に関する新た

なビジネスの構築等のモデル的な取組に対する支援を行う。 

 

  

（４）空き家対策の強力な推進 

＜空き家の利活用事例＞ 

地域活性化のため空き家を地域交流施設に利活用 

＜空き家の除却事例＞ 

居住環境の整備改善のため 

空き家を除却し防災空地として整備 

＜特定空家等に対する措置の実績（措置件数）

＜種類別の空き家数の推移＞ ＜空家等対策計画の策定状況 （ ）内は全市区町村数に占める割合＞ 
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新型コロナウイルス感染症の影響を受けて住まいの確保に困難を抱えている

世帯をはじめとして、子育て世帯、高齢者など、誰もが安心して暮らせるため

に住まいの確保を図ることが、これまで以上に重要となっている。 

このため、配慮が必要な世帯の住まいの確保を手厚く支援することにより、

住宅セーフティネット機能を強化するとともに、若年・子育て世帯が希望する

住宅を選択・確保できる環境や地域ぐるみで子どもを育む環境を整備すること

により、若年・子育て世帯が安心して暮らすことができる住生活を実現する。 

また、サービス付き高齢者向け住宅等の整備促進などにより、高齢者が自立

して暮らすことができる住生活を実現する。 

 

  

３．誰もが安心して暮らせる住まいの確保 
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【共生社会実現に向けた住宅セーフティネット機能強化・推進事業 国費：10.8 億円（1.03 倍）】 

【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：230 億円 (0.92 倍)】 

【公的賃貸住宅家賃対策補助 国費：125.29 億円（1.13 倍）】 

【公営住宅整備費等補助 国費：18 億円（1.00 倍）】 

【地域居住機能再生推進事業 国費：403.37 億円（1.20 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業）】 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて住まいの確保に困難を抱えてい

る世帯をはじめとして、子育て世帯、高齢者、障害者、外国人、出所者など、

誰もが安心して暮らせる住まいを確保するため、住宅セーフティネット法に

基づく住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅について、公募要件の柔

軟化や登録基準の見直し、改修や入居者負担の軽減への支援を強化するとと

もに、居住支援協議会等による居住支援活動等に対する支援を強化する。 

また、公的賃貸住宅の建替え・改修や市街地再開発事業等における子育て

支援施設等を導入する取組に対する支援を行うとともに、民間事業者による

子育てや多世代交流等を考慮した先導的な住環境整備に係る取組に対する支

援や、子育てしやすい住まいへのリフォームに対する支援を行う。 

さらに、公的賃貸住宅団地の建替え等において、民間のノウハウを活用し

効率的に事業を行うため、PPP／PFI の活用を推進する。

 

 

＜子育て支援施設等の導入を伴う公的賃貸住宅の建替えや再開発事業等のイメージ＞ 

（１）多様な世帯が安心して暮らすことができる住宅セーフティネット

機能の強化 

＜住宅セーフティネット制度のイメージ＞ 
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【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：230 億円（0.92 倍)】 

【地域居住機能再生推進事業 国費：403.37 億円（1.20 倍）】 

【公営住宅整備費等補助 国費：18 億円（1.00 倍）】 

【特定施策賃貸住宅ストック総合改善等事業 国費：41.96 億円（0.95 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：2.05 億円）】 

 

自立した生活から医療や介護のサポートが必要となる生活まで、地域にお

ける高齢者の多様な居住ニーズに適切に対応できるよう、サービス付き高齢

者向け住宅の整備や、介護予防、健康増進、多世代交流等を考慮したモデル

的な住環境整備、公的賃貸住宅の建替えや改修と併せて高齢者生活支援施設

等を導入する取組等に対する支援を強化する。 

また、高齢者・子育て世帯等が安心して住み続けられる環境の整備を図る

ため、既存のＵＲ（都市再生機構）団地を活用して、医療・福祉施設の誘致

による地域の医療福祉拠点化、既存ストックのバリアフリー改修等、高齢者

世帯向け住宅等の供給に対する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜高齢者が自立して生活できる住生活の実現のイメージ＞ 

（２）高齢者が自立して生活できる住生活の実現 
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「新たな日常」の構築の原動力となる社会全体のデジタル化に向け、住宅・建

築分野における IT 活用等の新技術実装等を進め、生産性の向上を目指す。 

このため、BIM の活用環境整備、住宅・建築関係手続きのオンライン化、新技

術・サービスの開発・実証等により、業務効率化や生産性向上を促進する。 

また、新興国等への事業展開に関する環境整備等への支援により、我が国企

業の国際展開を促進する。 

さらに、木造住宅・都市木造建築物を担う人材育成等の生産体制強化を進め

るほか、地域経済を支える良質な木造住宅の整備の推進、CLT 等や地域の気候

風土に応じた木造建築技術等を活用した先導的な取組に対する支援により、木

造住宅・建築物の振興を図る。 

 

４．住宅・建築分野の生産性向上と新技術実装の推進 
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【住宅・建築生産性向上促進事業 国費：7.13 億円（1.00 倍）】 
 

 

【建築物の生産・維持管理の高度化推進経費 国費：0.11 億円（1.00 倍）】 

【BIM を活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業 国費：2 億円（1.00 倍）】 

【建築情報システム高度化促進事業 国費：0.36 億円（1.00 倍）】 

【住宅瑕疵担保履行制度に係る行政手続きの円滑化に関する経費 国費：0.42 億円（1.68 倍)】 

【建築基準法・建築士法等の円滑な執行体制の確保に関する事業 国費：2.4 億円（1.22 倍）】 

【住宅・建築生産性向上促進事業 国費：7.13 億円（1.00 倍）】 

【住宅建築基準・制度に関する国際分析調査 国費：0.2 億円（1.09 倍）】 

【住宅建築技術国際展開支援事業 国費：1.45 億円（1.01 倍）】 

 

住宅・建築分野における業務効率化や生産性向上を促進するため、「新たな

日常」の構築に資するデジタル化の観点から、BIM の活用環境整備と普及に

向け、官民一体の建築 BIM 推進会議において策定したガイドラインに沿って

BIM を試行的に活用したプロジェクトにおける効果や運用上の課題の検証に

対する支援を行う。 

また、住宅・建築関係手続きのオンライン化に向け、建築確認申請等の建

築関係手続や住宅瑕疵担保履行法に基づく基準日届出手続きを電子的に行う

ことが可能なシステムの整備や、建築分野における IT 活用・リモート化の検

証に対する支援を強化する。 

さらに、住宅・建築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上に資す

る新技術・サービスの開発・実証や、設計分野における IT 活用・リモート化

の普及促進、新技術を用いた外壁調査手法の整備に対する支援を行う。 

加えて、住宅・建築分野の国際展開を促進するため、新興国等の住宅建築

基準・制度に関する調査・分析を行うとともに、所管する独立行政法人とも

一層連携し、新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ、新

興国政府職員等に対する研修会の開催等に対する支援を行う。 

 

＜BIM を活用した設計のイメージ＞ 

 

  

（１）住宅・建築分野における生産性向上・国際展開 
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【木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業 国費：5 億円（1.00 倍）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：140 億円（1.04 倍）  

（令和２年度第３次補正予算 国費：10 億円）】 

【環境・ストック活用推進事業 国費：74.94 億円（0.83 倍）】 

 

木造住宅の担い手である大工技能者の減少・高齢化が進む中、地方創生に

資する木造住宅や非住宅・中高層の木造建築物の生産体制の強化を図るため、

民間団体等が行う大工技能者等の確保・育成の取組や拡大余地のある都市木

造建築物を担う設計者の育成・サポート等の取組に対する支援を行う。 

また、地域の中小工務店が、資材の供給者等と協力して行う省エネ性能や

耐久性に優れた木造住宅等の整備に対する支援を強化する。 

さらに、CLT 等新たな部材や木造建築技術を活用した住宅・建築物の整備

や、地域の気候風土に応じて環境負荷の低減を図るモデル的な木造住宅等の

整備に対する支援を行う。 
 

 
 

  

（２）地域の良質な木造住宅・建築物の生産体制の強化等 
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【グリーン住宅ポイント制度（令和２年度第３次補正予算 国費：1,094 億円）】 

【すまい給付金（令和２年度第３次補正予算 国費：777.36 億円）】 

 

「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」に基づき、グ
リーン社会の実現及び民需主導の好循環の実現等に資する住宅投資を喚起する
ため、以下の措置を講じる。 
 
・高い省エネ性能を有する住宅を取得する者等に対して、「新たな日常」等に対

応した商品や追加工事と交換できるポイントを付与する「グリーン住宅ポイ
ント制度」の創設 

 
・住宅ローン減税の拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、住

宅取得に係る消費税負担増をかなりの程度緩和するための「すまい給付金」
の給付 

 

５．現下の情勢への対応 
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整
備
地
区
の
面
積
が
概
ね
１
h
a以

上
（
重
点
供
給
地

域
は
概
ね
０
．
５
h
a以

上
）

・
地
区
内
の
換
算
老
朽
住
宅
戸
数
が
５
０
戸
以
上
（
重
点
供

給
地
域
は
２
５
戸
以
上
）

・
住
宅
戸
数
密
度
と
老
朽
住
宅
の
割
合
が
一
定
以
上

事
業

に
関
連

す
る
公
共
施
設
の
整
備

道
路
・
都
市
公
園
・
河
川
等
の
整
備

関
連
公
共
施
設
整
備
（
交
付
率
：
通
常
事
業
に
準
ず
る
）

老
朽

建
築
物

等
の
除
却
・
建
替
え

共
同
・
協
調
化
建
替

除
却
等
、
階
段
や
通
路
等
の
共
同
施
設
整
備
、
空
地
整
備
等

(交
付
率

:1
/
3
)

防
災
建
替
え
・
認
定
建
替
え
に
よ
り
個
別
の
建
替
を
助
成

（
戸
建
住
宅
に
も
助
成
）

除
却
等
、
階
段
や
通
路
等
の
共
同
施
設
整
備
、
空
地
整
備
等

(交
付
率

:1
/
3
)

老
朽
建
築
物
、
空
き
家
等
の
除
却

買
収
費
、
除
却
工
事
費
、
通
損
補
償
等
（
交
付
率
：
1
/
2
、
1
/
3
、
２
/５
）

受
け

皿
住

宅
の
整

備

従
前
居
住
者
用
の
受
け
皿
住
宅
の
整
備

都
市
再
生
住
宅
等
整
備
事
業

調
査
設
計
計
画
、
従
前
居
住
者
用
賃
貸
住
宅
整
備
等
（
交
付
率
:1
/３
、
1
/
2
、
2
/
3
）

地
区
内
の
公
共
施
設
の
整
備

道
路
・
公
園
等
の
整
備

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設
の
整
備

（
集
会
所
、
子
育
て
支
援
施
設
等
）

（
交
付
率
：
1
/
2
、
1
/
3
）

建
築
物
へ
の
権
利
変
換
に
よ
る
土
地
・
建
物
の
共

同
化
を
基
本
と
し
つ
つ
、
個
別
の
土
地
へ
の
権
利

変
換
を
認
め
る
柔
軟
か
つ
強
力
な
事
業
手
法
を
用

い
な
が
ら
、
老
朽
化
し
た
建
築
物
を
除
却
し
、
防

災
機
能
を
備
え
た
建
築
物
及
び
公
共
施
設
の
整
備

を
行
う

沿
道
建
築
物
の
不
燃
化

延
焼
遮
断
帯
形
成
事
業

一
定
の
要
件
を
満
た
す
沿
道
建
築
物
の
外
壁
・
開
口
部
・
屋
根
等
の
整
備
等

（
交
付
率
：
1
/
3
)

民
間
負
担
な
し
の
空
き
家
等
の
除
却
の
促
進

【
令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
拡
充
事
項
】

・
危
険
密
集
市
街
地
に
隣
接
す
る
地
域
を
対
象
に
追
加

（
た
だ
し
、
危
険
密
集
市
街
地
の
解
消
に
有
効
な
も
の
に
限
る
。
）

・
補
助
率
引
上
げ
の
適
用
期
限
を
令
和
6
年
3
月
3
1
日
ま
で
延
長

住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業
（
密
集
住
宅
市
街
地
整
備
型
）

密
集
市
街
地
に
お
い
て
、
老
朽
住
宅
等
の
建
替
え
と
公
共
施
設
の
整
備
を
促
進
し
、
住
環
境
改
善
、
防
災
性
の
向
上
等
を
図
る
た
め
、
住
宅
市
街
地

の
再
生
・
整
備
を
総
合
的
に
行
う
。

拡
充

拡
充
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災
害
リ
ス
ク
が
高
い
区
域
に
お
け
る
立
地
抑
制
・
移
転
誘
導

防
災
の
観
点
か
ら
建
築
規
制
の
か
か
る
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域
に
つ
い
て
、
同
区
域
内
に
お
け
る
住
宅
の
立
地
抑
制
や

同
区
域
か
ら
の
移
転
誘
導
を
図
る
。

新
築

住
宅

に
係

る
以

下
の

支
援

事
業

の
対

象
地

域
か

ら
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域

を
除

外

災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域
に
お
け
る
立
地
抑
制

災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域

か
ら

の
移

転
に

伴
う

高
い

省
エ

ネ
性

能
を

有
す

る
新

築
住

宅
の

取
得

や
既

存
住

宅
の

購
入

に
対

し
、

最
大

1
0
0
万

円
相

当
の

商
品

等
と

交
換

で
き

る
ポ

イ
ン

ト
を

発
行

す
る

「
グ

リ
ー

ン
住

宅
ポ

イ
ン

ト
制

度
」

を
創

設

＜
建
築
規
制
が
か
か
る
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域
＞

「
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
」
、
「
災
害
危
険
区
域

（
建

築
物

の
建

築
の

禁
止

が
定

め
ら

れ
た

区
域

内
に

限
る

）
」

フ
ラ

ッ
ト

３
５

S
※
、

子
育

て
世

帯
向

け
省

エ
ネ

賃
貸

住
宅

融
資

※
 、

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
賃

貸
住

宅
融

資
※

地
域

型
住

宅
グ

リ
ー

ン
化

事
業

、
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

整
備

事
業

災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域
か
ら
の
移
転
誘
導

災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域

等
に

お
け

る
公

営
住

宅
の

建
替

え
に

つ
い

て
、

共
同

施
設

整
備

の
補

助
率

を
引

下
げ

（
1
/2

→
1
/3

）

災
害
リ
ス
ク
の
高
い
区
域

等
に

お
け

る
危

険
住

宅
の

除
去

、
移

転
先

に
お

け
る

住
宅

の
建

設
等

を
支

援
（

が
け

地
等

近
接

危
険

住
宅

移
転

事
業

・
地

す
べ

り
等

関
連

住
宅

融
資

）

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：

優
良
住
宅
整
備
促
進
等
事
業

25
7.

62
億
円
、
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン
化
事
業

14
0億
円
、
ス
マ
ー
ト
ウ
ェ
ル
ネ
ス
住
宅
等
推
進
事
業

23
0億
円

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
地
域
居
住
機
能
再
生
推
進
事
業

40
3.

37
億
円
、
公
営
住
宅
整
備
事
業
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等
の
内
数

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等
の
内
数

令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
：
グ
リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト
制
度

1,
09

4億
円

※
令

和
３

年
1
0
月

～

新
規

見
直
し

見
直
し

新
規
・
見
直
し
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災
害
危
険
区
域
内
建
築
物
防
災
改
修
等
事
業

＜
災
害
危
険
区
域
内
に
お
け
る
建
築
制
限
の
イ
メ
ー
ジ
＞

地
方
公
共
団
体
実
施
：
国
１
／
２

対
象
建
築
物

交
付
率

避
難
所
等

民
間
実
施
：
国
と
地
方
で
２
／
３

地
方
公
共
団
体
実
施
：
国
１
／
３

一
時
集
合

場
所
等

民
間
実
施
：
国
と
地
方
で
２
３
％

改
修
、
建
替
え

■
対
象
と
な
る
建
築
物

災
害
危
険
区
域
内
の
既
存
不
適
格
建
築
物
で
、
地
域

防
災
計
画
に
お
い
て
指
定
さ
れ
た
避
難
所
等
及
び
一

時
集
合
場
所
等
(集
合
住
宅
の
共
同
利
用
施
設
を
含
む
)

■
交
付
率

改
修
、
建
替
え

■
対
象
と
な
る
住
宅

災
害
危
険
区
域
内
の
既
存
不
適
格
建
築
物
で
あ
る

住
宅

■
交
付
率

国
と
地
方
で
２
３
％

民
間
実
施
：
国
と
地
方
で
２
／
３

地
方
公
共
団
体
実
施
１
／
２

通
常
支
援

パ
ッ
ケ
ー
ジ
支
援
(
重
点
支
援
）

■
補
助
限
度
額

２
８
０
万
円
／
棟

た
だ
し
、
複
数
の
改
修
工
法
を
比
較
し
、
最
も
低

い
改
修
工
事
費
（
増
工
分
）
を
限
度
と
す
る

※
建
替
え
は
改
修
工
事
費
用
相
当
額
に
対
し
て
助
成

改
修
、
建
替
え

■
対
象
と
な
る
災
害
危
険
区
域
の
要
件

〇
令
和
３
年
度
以
降
の
新
規
指
定
区
域

〇
立
地
適
正
化
計
画
に
お
け
る
防
災
指
針
又
は
流

域
治
水
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
※
を
定
め
て
い
る
地
方

公
共
団
体
の
既
存
区
域

※
土
地
利
用
等
に
関
す
る
対
策
を
記
載
す
る
も
の

■
対
象
と
な
る
住
宅

要
件
を
満
た
す
災
害
危
険
区
域
内
の
既
存
不
適
格
建

築
物
で
あ
る
住
宅

■
交
付
額

国
と
地
方
で
１
０
０
万
円
／
棟

■
補
助
限
度
額

改
修
工
事
費
の
８
割

た
だ
し
、
複
数
の
改
修
工
法
を
比
較
し
、
最
も
低

い
改
修
工
事
費
（
増
工
分
）
を
限
度
と
す
る

※
建
替
え
は
改
修
工
事
費
用
相
当
額
に
対
し
て
助
成

■
補
助
限
度
額

２
８
０
万
円
／
棟

た
だ
し
、
複
数
の
改
修
工
法
を
比
較
し
、
最
も
低

い
改
修
工
事
費
（
増
工
分
）
を
限
度
と
す
る

※
建
替
え
は
改
修
工
事
費
用
相
当
額
に
対
し
て
助
成

令
和
３
年
度
～
令
和
７
年
度

た
だ
し
、
令
和
８
年
度
以
降
の
区
域
指
定
で
あ
っ
て

も
、
令
和
７
年
度
ま
で
に
計
画
策
定
等
し
た
場
合
は

経
過
措
置
あ
り

事
業
期
間

災
害
危
険
区
域
を
指
定
し
や
す
い
環
境
整
備
及
び
区
域
内
に
お
け
る
既
存
不

適
格
建
築
物
の
安
全
性
向
上
の
た
め
、
災
害
危
険
区
域
（建
築
禁
止
エ
リ
ア

は
除
く
）
に
存
す
る
既
存
不
適
格
建
築
物
に
つ
い
て
、
建
築
制
限
に
適
合
さ
せ

る
改
修
費
用
等
の
一
部
を
補
助
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等
の
内
数

新
規

住
宅

計
画
策
定

基
準
適
合
調
査

建
築
物

計
画
策
定

地
方
公
共
団
体
実
施
：
１
／
３

基
準
適
合
調
査

民
間
実
施
：
国
と
地
方
で
２
／
３

地
方
公
共
団
体
実
施
：
国
１
／
３
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建
築
基
準
法
の
告
示
基
準
(昭
和
46
年
建
設
省
告
示
第
10
9号
、令
和
2年
改
正
)

に
適
合
して
い
る
か
、か
わ
らぶ
き
技
能
士
や
瓦
屋
根
工
事
技
士
等
に
より
診
断

【補
助
率
】
地
方
公
共
団
体
実
施
：
国
1/
2
民
間
実
施
：
国
と地
方
で
2/
3

【補
助
対
象
限
度
額
】3
1,
50
0円
/棟

告
示
基
準
に
適
合
しな
い
屋
根
に
つ
い
て、
所
要
の
耐
風
性
能
を
有
す
る
屋
根
に
ふ
き
替
え

【補
助
率
】
国
と地
方
で
23
%

【補
助
対
象
限
度
額
】

24
,0
00
円
に
屋
根
面
積
(m
2 )を
乗
じた
額
(上
限
2,4
00
,0
00
円
/棟
)

強
風
災
害
・
水
災
害
等
に
よ
り
被
害
を
受
け
る
お
そ
れ
が
あ
る
住
宅
の
改
修
に
対
す
る
支
援

強
風
災
害
・
水
災
害
等
に
よ
り
被
害
を
受
け
る
お
そ
れ
が
あ
る
住
宅
に
居
住
す
る
者
が
安
全
に
生
活
で
き
る
住
宅
を
確
保
で

き
る
よ
う
、
住
宅
の
改
修
に
対
す
る
支
援
を
強
化
す
る
。

屋
根
の
耐
風
診
断
及
び
耐
風
改
修
に
関
す
る
事
業

長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業

防
災

性
・

レ
ジ

リ
エ

ン
ス

性
向

上
改

修
※
を

補
助

対
象

工
事

に
追

加
す

る
※

例
：

災
害

対
策

（
屋

根
の

耐
風

改
修

、
止

水
板

の
設

置
）

、
停

電
・

断
水

対
策

（
蓄

電
池

の
設

置
、

飲
料

水
貯

留
シ

ス
テ

ム
の

導
入

）

事
業
内
容

耐
風

性
能

が
十

分
で

は
な

い
お

そ
れ

の
あ

る
既

存
住

宅
・

建
築

物
の

屋
根

の
耐

風
性

能
の

診
断

及
び

脱
落

の
危

険
性

が
あ

る
と

判
断

さ
れ

た
屋

根
の

改
修

に
必

要
な

費
用

の
一

部
に

対
す

る
支

援
を

行
う

。
○
対
象
区
域
：
DI
D地
区
等
で
基
準
風
速
32
m
/s
以
上
の
区
域
又
は
地
域
防
災
計
画
等
で
地
方
公
共
団
体
が
指
定
す
る
区
域

※
D

ID
地

区
等

：
国

勢
調

査
に

よ
る

人
口

集
中

地
区

及
び

区
域

内
の

住
宅

の
密

度
が

3
0
戸

/h
a
以

上
と

な
る

５
h
a
以

上
の

区
域

(区
域

内
住

宅
戸

数
が

3
0
0
戸

以
上

の
区

域
に

限
る

)

事
業
内
容

強
風
に
よ
る
屋
根
の
被
害
(南
房
総
市
)

事
業
主
体
が
広
報
誌
等
に
よ
り屋
根
の
耐
風
性
能
確
保
に
つ
い
て周
知
す
る
こと
で
自
主
的
な
耐
風
改
修
を
促
進
す
る
こと
を
要
件
とす
る

良
質

な
住

宅
ス

ト
ッ

ク
の

形
成

や
、

子
育

て
し

や
す

い
生

活
環

境
の

整
備

等
を

図
る

た
め

、
既

存
住

宅
の

長
寿

命
化

や
省

エ
ネ

化
等

に
資

す
る

性
能

向
上

リ
フ

ォ
ー

ム
や

子
育

て
世

帯
向

け
改

修
等

に
対

す
る

支
援

を
行

う
。

【
対

象
事

業
】

以
下

の
①

、
②

を
満

た
す

リ
フ

ォ
ー

ム
工

事
①

イ
ン

ス
ペ

ク
シ

ョ
ン

を
実

施
し

、
維

持
保

全
計

画
・

履
歴

を
作

成
す

る
こ

と
②

工
事

後
に

耐
震

性
と

劣
化

対
策

、
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
性

が
確

保
さ

れ
る

こ
と

【
補

助
率

】
1
/3

【
補

助
限

度
額

】
1
0
0
万

円
／

戸
等

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
４
５
億
円

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等
の
内
数

新
規

拡
充屋
根
の
耐
風
診
断

屋
根
の
耐
風
改
修

新
規
・
拡
充

-27-



H
2
3

R
3

家
賃
低
廉
化
事
業
ベ
ー
ス
分
（激
甚
災
害
）

R
2

特
別
家
賃
低
減
事
業

家
賃
低
廉
化
事
業
ベ
ー
ス
分
（激
甚
災
害
）

1
0
年

2
0
年

集
中

復
興
期
間

第
２
期

復
興
・
創
生
期
間

【
管
理
開
始
時
期
が
早
い
災
害
公
営
住
宅
（
イ
メ
ー
ジ
）
】

家
賃
低
廉
化
事
業

か
さ
上
げ
分

特
別
家
賃
低
減
事
業

特
別
家
賃
低
減
事
業
と

同
期
間
実
施

制
度
上
の

最
大
期
間
実
施

特
別
家
賃
低
減
事
業
と

同
期
間
実
施

制
度
上
の

最
大
期
間
実
施

【
管
理
開
始
時
期
が
遅
い
災
害
公
営
住
宅
（
イ
メ
ー
ジ
）
】

2
0
年

第
１
期

復
興
・
創
生
期
間

管 理 開 始 時 期 に よ ら ず 同 一 の 支 援 を 実 施

1
0
年

H
2
4

家
賃
低
廉
化
事
業

か
さ
上
げ
分

復
興
・
創
生
期
間
終
了
後

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
向
け
の
災
害
公
営
住
宅
に
対
す
る
特
別
家
賃
低
減
事
業
、
家
賃
低
廉
化
事
業
に
つ
い
て
、
復
興

交
付
金
の
廃
止
後
も
、
新
た
な
補
助
制
度
を
創
設
し
、
引
き
続
き
実
施
す
る
。

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
２
０
９
億
円

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
１
５
億
円

東
日
本
大
震
災
特
別
家
賃
低
減
事
業

災
害
公
営
住
宅
家
賃
低
廉
化
事
業

〇
内

容
：

東
日

本
大

震
災

に
よ

る
被

災
者

向
け

に
整

備
さ

れ
た

災
害

公
営

住
宅

に
つ

い
て

、
入

居
者

の
居

住
の

安
定

確
保

を
図

る
た

め
、

当
該

災
害

公
営

住
宅

の
家

賃
低

廉
化

に
係

る
費

用
を

支
援

す
る

。
〇

補
助

率
：

７
／

８
（

管
理

開
始

か
ら

１
～

５
年

目
）

５
／

６
（

〃
６

～
1
0
年

目
）

２
／

３
（

〃
1
1
～

2
0
年

目
）

※
※

新
た

に
用

地
取

得
し

た
場

合

〇
期

間
：

管
理

開
始

か
ら

最
長

2
0
年

間

〇
内

容
：

低
所

得
の

被
災

者
が

円
滑

に
恒

久
住

宅
に

移
行

で
き

る
よ

う
、

災
害

公
営

住
宅

等
の

家
賃

を
、

一
定

期
間

、
低

廉
化

す
る

た
め

、
地

方
公

共
団

体
が

実
施

す
る

家
賃

減
免

に
係

る
費

用
を

支
援

す
る

。
〇

補
助

額
：

特
段

の
減

額
措

置
（

当
初

5
年

間
）

段
階

的
に

通
常

家
賃

へ
引

き
上

げ
（

以
降

5
年

間
）

〇
補

助
率

：
３

／
４

〇
期

間
：

管
理

開
始

か
ら

1
0
年

間

東
日
本
大
震
災
災
害
公
営
住
宅
家
賃
対
策
補
助
事
業

復
興
庁
に
て
予
算
計
上

新
規
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テ
レ
ワ
ー
ク
拠
点
施
設
の
整
備
に
対
す
る
支
援
の
概
要

団
地
再
生
や
再
開
発
事
業
に
併
せ
た
建
築
物
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク
環
境
整
備
の
促
進

団
地
再
生
に
併
せ
た
テ
レ
ワ
ー
ク
拠
点
施
設
の
整
備

令
和

３
年

度
当

初
予

算
：

77
.9

4億
円

＜
選
択
要
件
＞

＜
必
須
要
件
＞

先
導
的
な
再
開
発
事
業
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク
拠
点
施
設
の
整
備

令
和

３
年

度
当

初
予

算
：

44
.9

6億
円

、社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
等

の
内

数

下
線
部
は
令
和
2年
度
第
3次
補
正
予
算
に
お
け
る
拡
充
事
項

「
新
た
な
日
常
」
に
関
す
る
多
様
な
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
テ
レ
ワ
ー
ク
環
境
の
充
実
を
図
る
た
め
、
団
地
再
生
や
再
開
発
事
業

に
併
せ
た
建
築
物
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク
拠
点
施
設
の
整
備
に
対
す
る
支
援
を
行
う
。

住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業
(住
宅
団
地
ス
ト
ッ
ク
活
用
型
)

防
災
・
省
エ
ネ
ま
ち
づ
く
り
緊
急
促
進
事
業

•
防

災
対

策
•

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

対
策

•
環

境
対

策
•

高
齢

者
等

配
慮

対
策

•
子

育
て

対
策

•
防

災
対

策
•

環
境

対
策

•
子

育
て

対
策

•
生

産
性

向
上

•
働
き
方
対
策

（
テ

レ
ワ

ー
ク拠

点
（

コワ
ー

キ
ング

ス
ペ

ー
ス

等
）

の
整

備
）

共 同 施 設 整 備 費

建 設 工 事 費

( 他 の 補 助 事 業 の 対 象 外)

交
付

金
国

：
1/

3
地

方
：

1/
3等

調
査

設
計

計
画

費

【支
援

イメ
ー

ジ
】

＜
補

助
率

＞
必

須
要

件
の

み
：

３
％

必
須

要
件

＋
選

択
要

件
(１

項
目

)：
５

％
必

須
要

件
＋

選
択

要
件

(２
項

目
)：

７
％

国
の

直
接

支
援

（
防

省
緊

）

土
地

整
備

費
（

除
却

費
、補

償
費

）
コワ

ー
キ

ング
ス

ペ
ー

ス
整

備
の

イメ
ー

ジ

住
宅
団
地
の
機
能
強
化
を
図
る
た
め
、住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業

（
住
宅
団
地
ス
トッ
ク
活
用
型
）
の
補
助
対
象
に
コワ
ー
キ
ン
グ
ス
ペ
ー
ス

等
の
整
備
費
を
追
加
す
る
。

共
同

住
宅

等
の

既
存

ス
トッ

クの
改

修
に

よる
高

齢
者

支
援

施
設

、子
育

て
支

援
施

設
、コ

ワー
キ

ング
ス

ペ
ー

ス
、生

活
サ

ー
ビス

拠
点

とな
る

施
設

や
住

替
支

援
施

設
（

生
活

支
援

施
設

）
の

整
備

を支
援

補
助

率
：

・地
方

公
共

団
体

の
場

合
国

1/
3、

地
方

2/
3

・民
間

事
業

者
の

場
合

国
1/

3、
地

方
1/

3、
民

間
1/

3

拡
充

下
線
部
は
令
和
2年
度
第
3次
補
正
予
算
に
お
け
る
拡
充
事
項

-29-



長
期
優
良
住
宅
の
普
及
促
進
及
び
住
宅
瑕
疵
情
報
や
履
歴
情
報
等
の
統
合
的
な
収
集
・
分
析

多
世
代
に
わ
た
り
良
質
な
住
宅
が
引
き
継
が
れ
る
住
宅
循
環
シ
ス
テ
ム
の
普
及
・
定
着
に
向
け
て
、
長
期
優
良
住
宅
の
普
及

の
促
進
に
よ
る
住
宅
の
質
の
向
上
、
住
宅
瑕
疵
情
報
や
履
歴
情
報
等
住
宅
に
係
る
情
報
の
統
合
的
な
収
集
・
分
析
を
通
じ

た
瑕
疵
の
発
生
の
未
然
防
止
や
紛
争
の
円
滑
な
解
決
等
に
よ
る
消
費
者
保
護
の
充
実
を
図
る
。

長
期
優
良
住
宅
の
普
及
促
進

住
宅

の
不

具
合

事
象

等
と

そ
の

要
因

に
関

す
る

情
報

を
収

集
・

分
析

し
、

瑕
疵

の
発

生
を

未
然

に
防

止
す

る
情

報
発

信
や

円
滑

な
紛

争
解

決
を

可
能

と

す
る

よ
う

、
住

宅
瑕

疵
情

報
や

履
歴

情
報

等
住

宅
に

係
る

情
報

を
統

合
的

に
収

集
・

分
析

す
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

構
築

に
対

す
る

支
援

を
行

う
「

住
宅

に

係
る

統
合

的
な

情
報

イ
ン

フ
ラ

整
備

事
業

」
を

創
設

。

住
宅
瑕
疵
情
報
や
履
歴
情
報
等
の
統
合
的
な
収
集
・
分
析 令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
１
億
円
（
住
宅
に
係
る
統
合
的
な
情
報
イ
ン
フ
ラ
整
備
事
業
）

長
期

優
良

住
宅

の
認

定
取

得
促

進
に

向
け

、
見

直
し

後
の

内
容

に
沿

っ
て

先
行

的
に

認
定

取
得

を
行

う
モ

デ
ル

的
な

取
組

を
支

援
す

る
「

長
期

優
良

住

宅
認

定
取

得
促

進
モ

デ
ル

事
業

」
を

創
設

。

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
0.

6億
円
（
長
期
優
良
住
宅
認
定
取
得
促
進
モ
デ
ル
事
業
）

長
期

優
良

住
宅

の
普

及
を

促
進

し
、

良
質

な
住

宅
ス

ト
ッ

ク
形

成
に

資
す

る
市

街
地

再
開

発
事

業
等

を
推

進
す

る
た

め
、

長
期

優
良

住
宅

の
整

備
を

含
む

市
街

地
再

開
発

事
業

等
に

対
す

る
支

援
を

強
化

。
（

補
助

率
を

引
上

げ
１

／
３
→

２
／

５
）

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等
の
内
数
（
市
街
地
再
開
発
事
業
、
防
災
街
区
整
備
事
業
、
優
良
建
築
物
等
整
備
事
業
）

新
規

新
規

拡
充

新
規
・
拡
充
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地
域

：
三

大
都

市
圏

等
敷

地
面

積
：

概
ね

1,
00

0㎡
以

上
（

三
大

都
市

圏
は

50
0㎡

以
上

）
※

１

従
前

建
物

：
要

除
却

認
定

基
準

に
適

合
す

る
老

朽
化

マ
ンシ

ョン
区

分
所

有
者

10
名

以
上

従
後

建
物

：
地

上
３

階
以

上
、耐

火
建

築
物

又
は

準
耐

火
建

築
物

等
空

地
面

積
：

法
定

空
地

率
＋

15
～

20
％

以
上

※
２

決
議

要
件

：
区

分
所

有
法

に
基

づ
く建

替
え

決
議

、マ
ンシ

ョン
敷

地
売

却
決

議
若

しく
は

区
分

所
有

者
全

員
の

総
意

に
よ

る
建

替
え

決
議

等

優
良
建
築
物
等
整
備
事
業
（
マ
ン
シ
ョン
建
替
え
タ
イ
プ
）

市
街
地
環
境
の
整
備
改
善
や
、
良
好
な
居
住
環
境
の
確
保
を
図
る
た
め
、
老
朽
化
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
に
対
す
る
支
援
を
行
う
。

事
業
内
容

１
／
３
長
期
優
良
住
宅
の
整
備
を
含
む
場
合
は
、
２
／
５
に
引
上
げ

（
た
だ
し
、
地
方
公
共
団
体
が
補
助
す
る
額
の
１
／
２
以
内
）

拡
充

○
長
期
優
良
住
宅
に
建
替
え
る
場
合
は
、
補
助
率
を
引
上
げ

【要
除
却
認
定
基
準
】

①
耐

震
性

が
不

足
す

る
も

の
②

外
壁

等
の

剥
離

及
び

落
下

に
より

被
害

の
生

じる
お

それ
が

あ
る

も
の

③
火

災
時

に
大

き
な

被
害

が
生

じる
お

それ
が

あ
る

も
の

④
給

水
等

の
配

管
設

備
の

劣
化

に
より

著
しく

衛
生

上
有

害
とな

る
お

それ
が

あ
る

も
の

⑤
高

齢
者

等
の

移
動

上
又

は
施

設
の

利
用

上
の

安
全

性
の

向
上

を
図

る
必

要
が

あ
る

も
の

補
助
率

適
正

管
理

の
要

件
：

建
替

後
の

マ
ンシ

ョン
に

お
い

て
、計

画
期

間
を3

0年
以

上
に

設
定

した
長

期
修

繕
計

画
を

作
成

し、
長

期
修

繕
計

画
に

適
切

な
修

繕
積

立
金

の
額

が
設

定
され

る
も

の
で

あ
る

こと
。

見
直
し

○
建
替
後
の
マ
ン
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
、
管
理
の
適
正
化
を
推
進
す
る

要
件
を
追
加※
１

マ
ンシ

ョン
建

替
円

滑
化

法
に

基
づ

く事
業

は
、3

00
㎡

以
上

※
２

マ
ンシ

ョン
建

替
円

滑
化

法
に

基
づ

く事
業

は
、適

用
しな

い

補
助
対
象

拡
充

○
改
正
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
円
滑
化
法
（
令
和

2年
6月
成
立
）

で
拡
充
さ
れ
た
要
除
却
認
定
基
準
（②
～
⑤
）
に
適
合

す
る
老
朽
化
マ
ン
シ
ョ
ン
を
追
加

・
調
査
設
計
計
画
費
（
基
本
構
想
作
成
、
建
築
設
計
等
）

・
土
地
整
備
費
（
除
却
費
、
補
償
費
等
）

・
共
同
施
設
整
備
費
（
空
地
等
の
整
備
、
供
給
処
理
施
設
等
）

見
直
し
・
拡
充

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
等
の
内
数

下
線
部

は
令

和
3
年

度
予

算
に

お
け

る
見

直
し

・
拡

充
事

項
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以
下
の
①
、
②
を
満
た
す
市
区
町
村

①
空
家
等
対
策
計
画
を
策
定

②
空
家
特
措
法
に
基
づ
く
「
協
議
会
」
を
設
置

す
る
な
ど
、
地
域
の
民
間
事
業
者
等
と
の
連

携
体
制
が
あ
る

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
45
億
円

補
助
対
象

・
空
き
家
の
除
却

例
：特
定
空
家
等
の
除
却

ポ
ケ
ッ
トパ
ー
ク
と
し
て
跡
地
を
利
用
す
る
空
き
家
を
解
体

・
空
き
家
の
活
用

例
：空
き
家
を
地
域
活
性
化
の
た
め
の
地
域
交
流
施
設
に
活
用

・
空
家
等
対
策
計
画
の
策
定
等
に
必
要
な
空
き
家
の
実
態
把
握

・
空
き
家
の
所
有
者
の
特
定

例
：所
有
者
の
特
定
の
た
め
の
交
通
費
、
通
信
費
、
委
託
費
等

・
関
連
す
る
事
業
等

例
：周
辺
建
物
の
外
観
整
備
、
残
置
動
産
の
撤
去
費
等

事
業
内
容

地
域
活
性
化
の
た
め
、
空
き
家
を

地
域
交
流
施
設
に
活
用

空
き
家
の
活
用

空
き
家
の
除
却

居
住
環
境
の
整
備
改
善
の
た
め
、

空
き
家
を
除
却
し
防
災
空
地
を
整
備

な
ど

空
家
等
対
策
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
以
下
の
事
業

補
助
率

法 定 の 協 議 会 な ど 、

民 間 事 業 者 等 と 連 携 し て 事 業 を 推 進

事
業
期
間

空
き
家
対
策
総
合
支
援
事
業

事
業
主
体
・
補
助
率

所
有
者
が
実
施

地
方
公
共
団
体
が
実
施

除
却

活
用

2
/
5

3
/
5

国

地 方 公 共

団 体

所 有 者

2
/
5
2
/
5
1
/
5

国

地 方 公 共

団 体

1
/
2

1
/
2

国

地 方 公 共

団 体

所 有 者

1
/
3
1
/
3
1
/
3

国

地 方 公 共

団 体

延
長

事
業
期
間
を
５
年
間
延
長

（
令
和
３
年
度
～
令
和
７
年
度
）

拡
充

特
定
空
家
等
に
至
る
前
段
階
に
お
い
て
、
将
来
的
に
特
定
空
家
等
に
な
る
蓋
然
性

が
高
い
未
接
道
、
狭
小
敷
地
等
の
空
き
家
の
除
却
等
へ
の
支
援
を
強
化

空
家
特
措
法
を
積
極
的
に
活
用
し
て
、
空
き
家
・
不
良
住
宅
の
除
却
、
空
き
家
の
活
用
、
関
連
事
業
な
ど
総
合
的
な
空
き
家
対
策
に
取
り
組
む
市
町

村
に
対
し
支
援
を
行
う
。

延
長
・
拡
充
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令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
3.

5億
円

事
業
内
容

相
談
窓
口
等
の
空
き
家
対
策
の
執
行
体
制
の
整
備
が
必
要

な
地
方
公
共
団
体
を
対
象
と
し
て
、
空
き
家
相
談
の
た
め
の
人

材
育
成
、
法
務
・
不
動
産
・
建
築
等
の
多
様
な
専
門
家
と
連
携

し
た
相
談
体
制
を
構
築
す
る
取
組
を
支
援
。

補
助
率

定
額
補
助

事
業
要
件

・
上
記
１
．
に
つ
い
て
は
原
則
と
し
て
地
方
公
共
団
体
と
専
門
家
等
が
連
携
し
て
実
施
す
る
こ
と

・
本
事
業
の
成
果
を
広
く
公
開
す
る
こ
と

令
和
3
年
度
～
令
和
5
年
度

事
業
期
間

補
助
対
象

市
区
町
村
、
民
間
事
業
者
等

＜
想
定
さ
れ
る
取
組
例
＞

＊
空
き
家
対
策
と
居
住
支
援
を
連
携
さ
せ
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
向
け
の
住
宅
を

確
保
す
る
取
組

＊
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
・
サ
ブ
ス
ク
リ
プ
シ
ョ
ン
等
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
化
・
産
業

を
展
開
し
、
空
き
家
の
潜
在
的
需
要
を
喚
起
す
る
取
組

＊
遠
隔
地
や
海
外
に
住
む
所
有
者
が
安
心
し
て
円
滑
に
除
却
で
き
る
方
法
を
模
索

す
る
取
組

＊
コ
ロ
ナ
禍
後
の
新
生
活
様
式
の
た
め
の
テ
レ
ワ
ー
ク
や
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス

等
に
活
用
す
る
た
め
の
空
き
家
を
転
用
す
る
取
組

１
．
空
き
家
に
関
す
る
相
談
窓
口
等
の
民
間
連
携
支
援

２
．
住
宅
市
場
を
活
用
し
た
空
き
家
に
係
る
課
題
の
解
決

空
き
家
に
係
る
全
国
共
通
の
各
種
課
題
に
対
し
て
、
住
宅
市

場
を
活
用
し
た
空
き
家
対
策
に
関
す
る
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
構

築
等
の
モ
デ
ル
的
な
取
組
に
対
し
て
支
援
。

住
宅
市
場
を
活
用
し
た
空
き
家
対
策
モ
デ
ル
事
業

建
築

建
築
士
・
建
設
業
者

福
祉

社
会
福
祉
士

自
治
会

地
域
住
民
・
民
生
委
員

法
務

弁
護
士
・
司
法
書
士

不
動
産

宅
建
士
・
不
動
産
鑑
定

金
融

地
方
銀
行

N
P
O
等

空
き
家
対
策
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

（
専
門
家
連
携
・
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
対
応
）

地
方
公
共
団
体

関
係
部
局

新
規

全
国
に
お
け
る
空
き
家
対
策
を
加
速
化
す
る
た
め
、
空
き
家
対
策
の
執
行
体
制
の
整
備
が
必
要
な
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
専
門
家
等
と
連
携

し
た
相
談
窓
口
の
整
備
等
を
行
う
取
組
、
民
間
事
業
者
が
空
き
家
の
発
生
防
止
等
の
抜
本
的
対
策
に
取
組
む
モ
デ
ル
的
な
取
組
に
つ
い
て
支
援
を

行
い
、
そ
の
成
果
の
全
国
へ
の
展
開
を
図
る
。

-33-



居
住
支
援
協
議
会
等
へ
の
活
動
支
援

居
住
支
援
協
議
会

・
設
立
状
況
；
1
0
1
協
議
会
（
全
都
道
府
県
・
5
3
市
区
町
）
が
設
立
（
R
2
.1
1
.3
0
時
点
）

居
住
支
援
法
人

・
地
方
公
共
団
体
、
不
動
産
関
係
団
体
、
居
住
支
援
法
人
等
が
連
携
し
て
協
議
会
を
設
立

・
設
立
状
況
；
3
5
9
者
（
4
7
都
道
府
県
）
が
指
定
（
R
2
.1
1
.3
0
時
点
）

・
都
道
府
県
が
、
N
P
O
法
人
、
一
般
社
団
法
人
、
一
般
財
団
法
人
（
公
益
社
団
法
人
・
財
団
法
人
を
含
む
）
、
社
会
福
祉
法
人
、
居
住
支
援
を

目
的
と
す
る
株
式
会
社
等
を
指
定

居
住

支
援

協
議

会
居

住
支

援
協

議
会

生
活

福
祉

・
就

労
支

援
協

議
会

地
域

住
宅

協
議

会

(自
立

支
援

)
協

議
会

連 携

居
住
支
援
団
体

居
住

支
援

法
人

Ｎ
Ｐ

Ｏ
社

会
福

祉
法

人
等

居
住
支
援
団
体

居
住

支
援

法
人

Ｎ
Ｐ

Ｏ
社

会
福

祉
法

人
等

不
動
産
関
係
団
体

宅
地

建
物

取
引

業
者

賃
貸

住
宅

管
理

業
者

家
主

等

不
動
産
関
係
団
体

宅
地

建
物

取
引

業
者

賃
貸

住
宅

管
理

業
者

家
主

等

地
方
公
共
団
体

（
住
宅
・
福
祉
部
局
）

都
道

府
県

・
市

町
村

地
方
公
共
団
体

（
住
宅
・
福
祉
部
局
）

都
道

府
県

・
市

町
村

連
携

令
和

３
年

度
当

初
予

算
：

共
生

社
会

実
現

に
向

け
た

住
宅

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

機
能

強
化

・
推

進
事

業
（

1
0
.8

億
円

）
の

内
数

居
住
支
援
協
議
会
等
活
動
支
援
事
業

事
業

主
体

住
宅

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

法
に

基
づ

く
居

住
支

援
協

議
会

、
居

住
支

援
法

人
ま

た
は

地
方
公
共
団
体

等

補
助

対
象

事
業

①
入

居
前

支
援

（
相

談
窓

口
の

開
設

や
不

動
産

店
・

内
覧

の
同

行
等

）

②
入

居
中

支
援

（
見

守
り

や
生

活
相

談
、

緊
急

時
対

応
等

）

③
死

亡
・

退
去

時
支

援
（

家
財

・
遺

品
整

理
や

処
分

、
死

後
事

務
委

任
等

）

④
セ

ミ
ナ

ー
・

勉
強

会
等

の
開

催
（

制
度

や
取

組
等

の
周

知
普

及
）

⑤
関

係
者

間
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

形
成

や
拡

充
に

資
す

る
取

組
み

⑥
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
住
ま
い
を
含
む
総
合
相
談
窓
口
を
設
置
す
る
等
、
住

宅
・
福
祉
の
連
携
に
よ
る
モ
デ
ル
的
な
体
制
を
整
備

等

※
居

住
支

援
協

議
会

・
居

住
支

援
法

人
は

①
～

⑤
が

、
地

方
公

共
団

体
は

⑥
が

対
象

事
業

補
助

率
・

補
助

限
度

額

定
額

1
0
,0
0
0
千
円
/
協
議
会
等
（
な
お
、
外
国
人
の
入
居
の
円
滑
化
に
係
る
活
動
ま
た
は
空
き
家

等
を
借
り
て
サ
ブ
リ
ー
ス
方
式
で
支
援
付
き
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住
宅
の
運
営
を
行
う
場
合

は
1
2
,0
0
0
千
円
/
協
議
会
等
）

下
線
部

は
令

和
3
年

度
予

算
に

お
け

る
拡

充
事

項

居
住
支
援
協
議
会
、
居
住
支
援
法
人
ま
た
は
地
方
公
共
団
体
等
が
行
う
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
の
民
間
賃
貸
住
宅
へ
の
入
居
の
円
滑
化
に
関
す

る
活
動
等
に
係
る
事
業
に
対
し
て
補
助
を
行
う
（
事
業
期
間
：
令
和
２
年
度
～
６
年
度
）

拡
充
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ス
マ
ー
ト
ウ
ェ
ル
ネ
ス
住
宅
等
推
進
事
業

○
介

護
予

防
や

健
康

増
進

、
多

世
代

交
流

、
子

育
て

世
帯

へ
の

支
援

等
を

考
慮

し
た

先
導

的
な

住
環

境
整

備
に

係
る

取
組

と
し

て
選

定
さ

れ
る

も
の

に
対

し
て

支
援

を
実

施

③
人
生
1
0
0
年
時
代
を
支
え
る
住
ま
い
環
境
整
備
モ
デ
ル
事
業

○
新

た
な

住
宅

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

制
度

の
枠

組
み

の
も

と
、

既
存

住
宅

等
を

改
修

し
て

住
宅

確
保

要
配

慮
者

専
用

の
住

宅
と

す
る

場
合

及
び

こ
れ

に
子

育
て

支
援

施
設

を
併

設
す

る
場

合
の

改
修

費
に

対
し

て
支

援
を

実
施

②
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
住
宅
改
修
事
業
（住
宅
確
保
要
配
慮
者
専
用
賃
貸
住
宅
改
修
事
業
）

補
助

率
：

1
/3

補
助

限
度

額
：

5
0
万

円
／

戸
1
,0

0
0
万

円
／

施
設

等

補
助

率
：

新
築

1
/1

0
、

改
修

2
/3

、
技

術
の

検
証

等
に

係
る

費
用

2
/3

対
象

工
事

：
バ

リ
ア

フ
リ

ー
改

修
工

事
、

耐
震

改
修

工
事

、
共

同
居

住
用

の
た

め
の

改
修

工
事

、
間

取
り

変
更

工
事

、
「

新
た

な
日

常
」

に
対

応
す

る
た

め
の

工
事

等

既
存

ス
ト

ッ
ク

を
改

修
す

る
サ

高
住

や
セ

ー
フ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
住

宅

夫
婦

向
け

の
サ

高
住

子
育

て
支

援
施

設

高
齢

者
生

活
支

援
施

設

○
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

の
供

給
の

加
速

や
多

様
な

居
住

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
整

備
の

推
進

を
図

る
た

め
、

整
備

費
に

対
し

て
支

援
を

実
施

①
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
整
備
事
業

新
築

1
/1

0
（

上
限

7
0
・

1
2
0
・

1
3
5
万

円
／

戸
※
）

改
修

1
/3

  
（

上
限

1
9
5
万

円
／

戸
等

）
既

設
改

修
※

1
/3

（
上

限
1
0
万

円
／

戸
）

新
築

1
/1

0
（

上
限

1
,0

0
0
万

円
／

施
設

）
改

修
1
/3

 （
上

限
1
,0

0
0
万

円
／

施
設

）

※
新

築
の

場
合

は
、

介
護

関
連

施
設

（
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
、

訪
問

介
護

事
業

所
、

居
宅

介
護

支
援

事
業

所
等

）
、

病
院

、
診

療
所

、
訪

問
看

護
事

業
所

を
補

助
対

象
外

と
す

る
。

【
住

宅
】

【
高

齢
者

生
活

支
援

施
設

※
】

※
床

面
積

等
に

応
じ

て
設

定

○
子

育
て

世
帯

等
の

た
め

の
支

援
施

設
や

住
ま

い
の

整
備

を
伴

う
市

街
地

再
開

発
事

業
等

に
対

し
て

、
集

中
的

・
重

点
的

に
支

援
を

実
施

④
地
域
生
活
拠
点
型
再
開
発
事
業

補
助

率
：

国
1
/3

（
た

だ
し

地
方

公
共

団
体

の
補

助
す

る
額

の
1
/2

以
内

）
補

助
対

象
：

調
査

設
計

計
画

費
、

土
地

整
備

費
、

共
同

施
設

整
備

費

子
育

て
世

帯
等

の
た

め
の

支
援

施
設

や
住

ま
い

の
整

備
を

伴
う

市
街

地
再

開
発

事
業

等
を

集
中

的
・

重
点

的
に

支
援

多
様

な
世

帯
の

互
助

や
交

流
の

促
進

（
ご

ち
ゃ

ま
ぜ

）
の

ま
ち

づ
く

り

※
既

設
の

サ
高

住
で

Io
T
技

術
を

導
入

し
て

非
接

触
で

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
を

可
能

と
す

る
工

事

地
域

の
サ

ー
ビ

ス
拠

点
施

設
を

併
設

す
る

サ
高

住

IC
T
を

活
用

し
た

見
守

り
等

の
先

導
的

取
組

一
般

の
サ

高
住

下
線
部

は
令

和
3
年

度
予

算
に

お
け

る
見

直
し

・
拡

充
事

項

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
23

0億
円

高
齢
者
、
障
害
者
、
子
育
て
世
帯
等
の
多
様
な
世
帯
が
安
心
し
て
健
康
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
住
環
境
（
ス
マ
ー
ト
ウ
ェ
ル
ネ
ス

住
宅
）
を
実
現
す
る
た
め
、
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
や
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
の
整
備
、
先
導
的
な
住
環
境
整
備

及
び
子
育
て
世
帯
等
の
た
め
の
支
援
施
設
等
の
整
備
を
伴
う
市
街
地
再
開
発
事
業
等
に
対
し
て
支
援
。

※
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

等
に

よ
る

支
援

も
実

施

延
長
・
見
直
し
・
拡
充

※
事

業
期

間
を

5
年

間
延

長
（

令
和

３
年

度
～

令
和

7
年

度
）
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家
賃
低
廉
化
に
係
る
補
助

家
賃
債
務
保
証
料
の
低
廉
化
に
係
る
補
助

事
業

主
体

等
大

家
等

家
賃

債
務

保
証

会
社

、
保

険
会

社
等

対
象

世
帯

月
収

1
5
.8

万
円

（
収

入
分

位
2
5
%

）
以

下
の

世
帯

※
 住

居
確

保
給

付
金

を
受

給
し

て
い

る
世

帯
を

除
く

※
 住

宅
扶

助
（

生
活

保
護

制
度

）
を

受
給

す
る

場
合

、
最

長
6
カ

月
ま

で
は

併
用

が
可

能

月
収

1
5
.8

万
円

（
収

入
分

位
2
5
%

）
以

下
の

世
帯

低
廉

化
の

対
象

家
賃

家
賃

債
務

保
証

料
、

孤
独

死
・

残
置

物
に

係
る

保
険

料

補
助

率
・

補
助

限
度

額

国
１

／
２

＋
地

方
１

／
２

国
費

限
度

額
：

２
万

円
／

戸
・

月
※

 国
費

総
額

が
2
4
0
万

円
を

超
え

な
い

場
合

、
以

下
の

柔
軟

化
が

可
能

・
コ

ロ
ナ

対
応

の
場

合
：

４
万

円
／

戸
・

月
・

三
大

都
市

圏
：

４
万

円
／

戸
・

月
・

政
令

市
・

中
核

市
（

三
大

都
市

圏
除

く
）

：
３

万
円

／
戸

・
月

※
公

営
住

宅
並

み
家

賃
へ

の
引

下
げ

に
対

応
し

た
額

の
1
/2

を
限

度

国
１

／
２

＋
地

方
１

／
２

国
費

限
度

額
：

３
万

円
／

戸
・

年
※

 国
費

総
額

が
2
4
0
万

円
を

超
え

な
い

場
合

、
年

間
の

補
助

限
度

額
に

か
か

わ
ら

ず
、

家
賃

低
廉

化
と

の
併

用
が

可
能

支
援

期
間

管
理

開
始

か
ら

原
則

1
0
年

以
内

（
国

費
総

額
が

2
4
0
万

円
を

超
え

な
い

場
合

は
、

最
長

2
0
年

間
）

そ
の

他
の

主
な

要
件

原
則

と
し

て
、

賃
貸

人
が

当
該

住
宅

の
入

居
者

を
公

募
す

る
こ

と
※

よ
り

困
窮

度
の

高
い

他
の

入
居

対
象

者
の

入
居

を
阻

害
し

な
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

等
は

適
用

除
外

ー

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
の
家
賃
等
の
低
廉
化
支
援

令
和

３
年

度
当

初
予

算
：

公
的

賃
貸

住
宅

家
賃

対
策

補
助

(1
2
5
.2

9
億

円
)の

内
数

２
年

間
8
万

円
／

戸
・

月

３
～

８
年

目
4
万

円
／

戸
・

月

（
国

と
地

方
の

支
援

額
）

8
万

円

4
万

円

９
年

目
～

支
援

な
し

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

【
補

助
限

度
額

の
柔

軟
化

の
イ

メ
ー

ジ
】

点
線

下
線

部
は

令
和

2
年

度
第

3
次

補
正

予
算

、
下

線
部

は
令

和
3
年

度
予

算
に

お
け

る
拡

充
事

項

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
（
住
宅
確
保
要
配
慮
者
専
用
住
宅
）
に
お
け
る
、
家
賃
及
び
家
賃
債
務
保
証
料
の
低
廉
化
を
支
援
。

拡
充

-36-



発
災

避 難 所 等

応 急 仮 設 住 宅

自
宅
再
建
等

災
害
公
営
住
宅

民
間
賃
貸
住
宅

（
S
N
住
宅
）

家
賃
低
廉
化
支
援

【
被

災
者

の
住

ま
い

確
保

フ
ロ

ー
】

自
力

再
建

が
可

能
な

場
合

自
力

再
建

で
き

な
い

場
合

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
を
活
用
し
た
被
災
者
の
住
宅
確
保

家
賃
低
廉
化
に
係
る
補
助

一
般

災
害

激
甚

災
害

事
業

主
体

等
大

家
等

低
廉

化
対

象
世

帯

被
災

に
よ

り
住

ま
い

を
失

っ
た

者
、

か
つ

、
月

収
2
1
.4

万
円

（
収

入
分

位
4
0
%

）
以

下
の

世
帯

※
公

募
要

件
は

適
用

し
な

い
※

災
害

公
営

住
宅

に
入

居
し

て
い

た
者

、
入

居
予

定
者

を
除

く

補
助

率
国

２
／

３
国

３
／

４
（

当
初

5年
間

)
国

２
／

３
（

6年
目

以
降

）

補
助

限
度

額
公

営
住

宅
並

み
家

賃
へ

の
引

下
げ

に
対

応
し

た
額

家
賃

(低
廉

化
前

)
近

傍
同

種
家

賃
と

均
衡

を
失

し
な

い
こ

と

支
援

期
間

管
理

開
始

か
ら

2
0
年

以
内

そ
の

他
当

該
災

害
に

よ
り

滅
失

し
た

住
戸

数
の

3
割

（
激

甚
災

害
は

5
割

）
に

相
当

す
る

戸
数

（
災

害
公

営
住

宅
を

建
設

又
は

買
取

す
る

場
合

は
そ

の
戸

数
を

控
除

し
た

数
）

を
限

度
と

す
る

。

令
和

３
年

度
当

初
予

算
：

公
的

賃
貸

住
宅

家
賃

対
策

補
助

(1
2
5
.2

9
億

円
)の

内
数

民
間
賃
貸
住
宅
を
活
用
し
た
被
災
者
の
住
ま
い
を
提
供
す
る
た
め
、
被
災
者
が
災
害
公
営
住
宅
の
代
替
と
し
て
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
登
録
住
宅
に
入
居
す
る
場
合
、
家
賃
低
廉
化
補
助
の
補
助
限
度
額
等
を
拡
充
。

拡
充
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令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
２
億
円

〇
BI

M
の

活
用

に
よ

り建
築

分
野

に
お

け
る

生
産

性
向

上
等

が
期

待
され

る
中

、
現

状
は

プ
ロセ

ス
を

横
断

す
る

か
た

ち
で

の
BI

M
の

活
用

の
促

進
が

課
題

。

〇
「建

築
BI

M
推

進
会

議
」に

お
い

て
、B

IM
の

プロ
セ

ス
横

断
的

な
活

用
に

向
け

、
関

係
者

の
役

割
・責

任
分

担
等

の
明

確
化

等
をす

る
た

め
、標

準
ワー

クフ
ロー

、
BI

M
デ

ー
タの

受
け

渡
しル

ー
ル

、想
定

され
る

メリ
ット

等
を内

容
とす

る
ガ

イド
ライ

ン（
第

1版
）

を令
和

２
年

３
月

に
策

定
。

背
景
・
現
状

事
業
概
要

建
築

分
野

に
お

い
て

生
産

性
向

上
に

資
す

る
BI

M
の

活
用

を促
進

す
る

た
め

、建
築

BI
M

推
進

会
議

に
お

け
る

議
論

の
成

果
（

ガ
イド

ライ
ン）

に
沿

って
、設

計
・施

工
等

の
プロ

セ
ス

を
横

断
して

BI
M

を活
用

す
る

試
行

的
な

建
築

プ
ロジ

ェク
トに

つ
い

て
実

施
され

る
、B

IM
導

入
の

効
果

検
証

・
課

題
分

析
等

を
行

う取
組

み
に

要
す

る
費

用
を

支
援

。

①
ガ

イド
ライ

ンに
沿

って
行

わ
れ

る
プ

ロジ
ェク

トに
お

け
る

、B
IM

活
用

に
よ

る
生

産
性

向
上

等
の

メリ
ット

の
検

証
等

②
関

係
事

業
者

が
、ガ

イド
ライ

ンに
沿

って
BI

M
デ

ー
タを

受
渡

し等
しつ

つ
連

携
す

る
に

あ
た

って
の

課
題

の
分

析
等

補
助

対
象

民
間

事
業

者
等

補
助

率
定

額

試
行

的
な

建
築

プ
ロジ

ェク
トで

の
検

証
の

結
果

、成
果

とし
て

得
られ

た
コス

ト削
減

・生
産

性
向

上
等

の
定

量
的

メリ
ット

や
、運

用
上

の
課

題
・改

善
方

策
等

に
つ

い
て

、建
築

BI
M

推
進

会
議

等
に

お
い

て
共

有
・議

論
を

行
い

、実
用

に
耐

え
うる

ガ
イド

ライ
ン

を
取

りま
とめ

る
た

め
の

検
討

を
進

め
る

こと
で

、建
築

分
野

に
お

け
る

BI
M

を
活

用
した

市
場

環
境

の
整

備
を

目
指

す
。

設
計

施
工

維
持
・
管
理

＜
各

生
産

プロ
セ

ス
に

お
け

る
BI

M
モデ

ル
・情

報
の

利
用

状
況

＞

設
計

BI
M

施
工

BI
M

維
持

管
理

BI
M

不
連

続

実
施
設
計
ま
で
の
活
用
は
ま
れ

意
匠
、構
造
、設
備
の
各
分
野

で
の
活
用
状
況
に
差

サ
ブ
コン
で
の
活
用
は
少
な
い

メー
カー
の
対
応
に
差

低
調
な
活
用

プ
ロセ
ス
ご
とに
個
別
に
活
用
され
、横

断
的
な
活
用
は
想
定
され
て
い
な
い

B
IM
を
活
用
し
た
建
築
生
産
・
維
持
管
理
プ
ロ
セ
ス
円
滑
化
モ
デ
ル
事
業

建
築
分
野
に
お
い
て
生
産
性
向
上
に
資
す
る
B
IM
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、
設
計
・
施
工
等
の
プ
ロ
セ
ス
を
横
断
し
て
B
IM

を
活
用
す
る
試
行
的
な
建
築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
B
IM
導
入
の
効
果
等
を
検
証
す
る
取
組
み
を
支
援
す
る
。 不

連
続
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建
築
分
野
に
お
け
る
オ
ン
ラ
イ
ン
化
の
促
進

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
2.

4億
円

建
築
基
準
法
・建
築
士
法
等
の
円
滑
な
執
行
体
制
の
確
保
に
関
す
る
事
業

（
建
築
分
野
に
お
け
る
IT
活
用
・リ
モー
ト化
の
検
証
等
へ
の
支
援
）

シ
ス
テ
ム
の
イ
メ
ー
ジ

申
請

者
①

申
請

者
②

A機
関

B機
関

C機
関

D行
政

庁

E行
政

庁
シ

ス
テ

ム

利
用

申
込

・許
可

事
業
内
容

○
赤
外
線
装
置
を
搭
載
した
ドロ
ーン
等
の
新
技
術
を用
い
た
外
壁
調
査

手
法
に
関
す
る
マ
ニュ
ア
ル
（
実
施
要
領
）
の
整
備
及
び
その
た
め
に

必
要
とな
る
多
様
な
条
件
下
で
の
デ
ータ
収
集
・実
証
等
に
対
して
補

助
を
行
う。

○
建
築
士
事
務
所
の
設
計
業
務
等
の
IT
活
用
に
よる
生
産
性
向
上
の
た

め
、各
地
域
で
取
り組
む
事
務
所
等
が
連
携
した
主
体
に
対
し、
相
互

に
IT
活
用
を
図
る
た
め
の
講
習
会
開
催
や
相
互
協
議
・勉
強
会
の
た
め

の
ア
ドバ
イザ
ー派
遣
等
の
体
制
整
備
費
用
を支
援
す
る
。

○
建
築
基
準
法
・建
築
士
法
に
お
い
て、
基
準
等
を
見
直
しつ
つ
IT
活
用

を
進
め
る
た
め
、様
々
な
課
題
に
対
して
実
際
の
プ
ロジ
ェク
トで
試
行

的
に
検
証
（
社
会
実
験
）
す
る
事
業
を
支
援
す
る
。

赤
外
線
装
置
を
搭
載
した

ドロ
ーン
を
用
い
た
外
壁
調
査

補
助
対
象

民
間
事
業
者

補
助
率

定
額
補
助

補
助
対
象

民
間
事
業
者

補
助
率

定
額
補
助

事
業
内
容

○
住
宅
瑕
疵
担
保
履
行
法
に
基
づ
く基
準
日
届
出
手
続
きに
つ
い
て
、

手
続
き
に
係
る
事
務
の
負
担
軽
減
、審
査
等
の
効
率
化
・迅
速
化
を

図
る
た
め
、手
続
き
の
電
子
化
に
お
け
る
環
境
整
備
を行
う。

届
出
共
通

シ
ス
テ
ム

事
業
者

届
出

Ｘ
Ｐ
Ｄ
Ｆ

行
政
庁
・
整
備
局

国
土
交
通
省

市
場
動
向
の
分
析
・
公
表

提
出
状
況
の
確
認

不
備
の
確
認
・
対
応

問
合
せ
対
応

保
険
法
人

保
険
契
約
締
結
証
明

発
行
リ
ス
ト

住
宅
瑕
疵
担
保
履
行
制
度
に
係
る
行
政
手
続
き
の
円
滑
化
に
関
す
る
経
費

タイ
ル
の
種
類
や
環
境
条
件
に
応
じた
赤
外
線
調
査
の
有
効
性
の
実
証

（
（
一
社
）
日
本
赤
外
線
劣
化
診
断
技
術
普
及
協
会
提
供
）

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
0.

36
億
円

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
0.

42
億
円

事
業
内
容

○
電
子
的
に
「建
築
関
係
手
続
き」
を行
うこ
とが
可
能
に
な
る
、汎
用

的
な
シ
ス
テ
ム
の
開
発
・改
修
・検
証
等
に
対
して
補
助
を行
う。

浮
き
部
分

建
築
情
報
シ
ス
テ
ム
高
度
化
促
進
事
業

拡
充
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令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
：
１
０
億
円

令
和
３
年
度
当
初
予
算
：
１
４
０
億
円

•地
域

型
住

宅
の

規
格

・仕
様

•資
材

の
供

給
・加

工
・利

用
•積

算
、施

工
方

法
•維

持
管

理
方

法
•そ

の
他

、グ
ル

ー
プの

取
組

共
通
ル
ー
ル
の
設
定

関
連
事
業
者
の

連
携
体
制
の
構
築

建
築
士

事
務
所

建
材
流
通

事
業
者

プ
レ
カ
ッ
ト

事
業
者

中
小

工
務
店

原
木

供
給
者

製
材

事
業
者

地
域
に
お
け
る
木
造
住
宅
の
生
産
体
制
を
強
化
し
、
環
境
負
荷
の
低
減
を
図
る
た
め
、
資
材
供
給
、
設
計
、
施
工
な
ど
の
連

携
体
制
に
よ
り
、
地
域
材
を
用
い
て
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
や
耐
久
性
等
に
優
れ
た
木
造
住
宅
・
建
築
物
の
整
備
、
住
宅
の
省

エ
ネ
改
修
の
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
若
者
・
子
育
て
世
帯
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

設
備

の
高

効
率

化

劣
化

対
策

耐
震

性

維
持

管
理

・更
新

の
容

易
性

優
良
建
築
物
型

認
定
低
炭
素
建
築
物
な
ど一
定
の
良
質
な
建
築
物

１
万
円
/㎡

（
床
面
積
）

外
皮

の
高

断
熱

化

外
皮

の
高

断
熱

化

１
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

が
基

準
と比

べ
少

な
い

その
他

一
定

の
措

置
（

選
択

）
・Ｂ

Ｅ
Ｍ

Ｓ
の

導
入

・節
水

対
策

・ヒ
ー

トア
イラ

ンド
対

策
等

補
助

対
象

（
住

宅
）

の
イメ

ー
ジ

補
助

対
象

（
建

築
物

）
の

イメ
ー

ジ
省
エ
ネ
改
修
型

省
エ
ネ
性
能
が
一
定
程
度
向
上
す
る
断
熱
改
修

長
寿
命
型

高
度
省
エ
ネ
型

補
助
限
度
額

11
0万
円
/戸

※
１

長
期
優
良
住
宅

認
定
低
炭
素
住
宅

性
能
向
上
計
画
認
定
住
宅

11
0万
円
/戸

※
１

11
0万
円
/戸

※
１

・地
域

材
加

算
…

…
…

主
要

構
造

材
（

柱
・梁

・桁
・土

台
）

の
過

半
に

地
域

材
を

使
用

す
る

場
合

、2
0万

円
/戸

を
限

度
に

補
助

額
を

加
算

・若
者
・子
育
て
世
帯
加
算

①
玄

関
・キ

ッチ
ン・

浴
室

又
は

トイ
レ

の
うち

い
ず

れ
か

２
つ

以
上

を
複

数
箇

所
設

置
す

る
場

合
、3

0万
円

/戸
を

限
度

に
補

助
額

を
加

算
【三

世
代

同
居

加
算

】
②
40
歳
未
満
の
世
帯
又
は
18
歳
未
満
の
子
を
有
す
る
世
帯
が
良
質
な
住
宅
の
整
備

を
行
う場
合
、3
0万
円
/戸
を
限
度
に
補
助
額
を
加
算

※
１

４
戸

以
上

の
施

工
経

験
を有

す
る

事
業

者
の

場
合

、
補

助
限

度
額

10
0万

円
/戸

※
２

４
戸

以
上

の
施

工
経

験
を有

す
る

事
業

者
の

場
合

、
補

助
限

度
額

12
5万

円
/戸

50
万
円
/戸

ゼ
ロ
エ
ネ
住
宅
型

ゼ
ロ
・エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅

14
0万
円
/戸

※
２

※
１
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
が
省
エ
ネ
基
準
△
20
%
とな
る
場
合
、3
0万
円
/戸

補
助
限
度
額
を
引
き
上
げ

※
寒
冷
地
、低
日
射
地
域
、多
雪
地
域
に
限
り、
N
ea
rl
y
ZE
H
を
補
助
対
象
に
追
加

地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン
化
事
業

延
長
・
拡
充

※
対
象
地
域
の
重
点
化

住
宅
の
新
築
に
つ
い
て
、土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
を
補
助
対
象
外
とす
る
。

グ
ル

ー
プ

の
構

築

事
業
期
間
を
３
年
間
延
長

（
令
和
３
年
度
～
令
和
５
年
度
）

点
線

下
線

部
は

令
和

2
年

度
第

3
次

補
正

予
算

、
下

線
部

は
令

和
3
年

度
予

算
に

お
け

る
拡

充
事

項

地 域 型 住 宅 ・ 建 築 物 の 整 備
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高
い
省
エ
ネ
性
能
の
住
宅
取
得
者
等
に
対
し
て
、
「
新
た
な
日
常
」
等
に
対
応
し
た
商
品
や
追
加
工
事
と
交
換
で
き
る
ポ
イ
ン
ト
を
発
行
す
る
こ
と
に
よ
り
、
住

宅
投
資
を
喚
起
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
落
ち
込
ん
だ
経
済
の
回
復
を
図
る
。

１
制
度
の
目
的
・
概
要

２
ポ
イ
ン
ト
の
発
行

グ
リ
ー
ン
住
宅
ポ
イ
ン
ト
制
度

～
「
省
エ
ネ
」
「新
た
な
日
常
」
等
に
幅
広
く
対
応
～

住
宅
の
新
築
（
持
家
）

既
存
住
宅
の
購
入
（持
家
）

住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
（持
家
・賃
貸
）

住
宅
の
新
築
（
賃
貸
）

対
象
住
宅

発
行
ポ
イ
ン
ト

基
本
の
場
合

特
例
の
場
合
（
※
）

①
高
い
省
エ
ネ
性
能
等
を
有
す
る
住
宅

（
認
定
長
期
優
良
住
宅
、

ZE
H
等
）

40
万

Pt
／
戸

10
0万

Pt
／
戸

②
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
す
る
住
宅

30
万

Pt
／
戸

60
万

Pt
／
戸

※
特
例
の
場
合
（
以
下
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）

・
東
京
圏
（
２
３
区
＊
）
か
ら
地
方
移
住
す
る
た
め
の
住
宅

・
多
子
世
帯
（
子
供
３
人
以
上
世
帯
）が
取
得
す
る
住
宅

・
三
世
代
同
居
仕
様
で
あ
る
住
宅

・
災
害
リ
ス
ク
が
高
い
区
域
か
ら
移
転
す
る
た
め
の
住
宅

対
象
住
宅

発
行
ポ
イ
ン
ト

①
空
き
家
バ
ン
ク
登
録
住
宅

30
万

Pt
／
戸

②
東
京
圏
（
２
３
区
＊
）
か
ら
地
方
移
住
す
る
た
め
の
住
宅

③
災
害
リ
ス
ク
が
高
い
区
域
か
ら
移
転
す
る
た
め
の
住
宅

３
ポ
イ
ン
ト
の
利
用
方
法
：
「
新
た
な
日
常
」
対
応
等

対
象
住
宅

発
行
ポ
イ
ン
ト

・
高
い
省
エ
ネ
性
能
を
有
す
る
１
戸
あ
た
り
の

床
面
積
４
０
㎡
以
上
の
住
宅

10
万

Pt
／
戸

対
象
工
事

発
行
ポ
イ
ン
ト

①
省
エ
ネ
改
修
（
断
熱
改
修
又
は
エ
コ
住
宅

設
備
）
（
必
須
）

工
事
費
の
約
１
割

最
大

30
万

Pt
／
戸
※

※
若
者
・
子
育
て
世
帯
は
最
大

45
万
P
t／
戸

②
耐
震
改
修
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
等
（
任
意
）

令
和

2年
12
月

15
日
（補
正
予
算
案
閣
議
決
定
日
）か
ら
令
和

3年
10
月

31
日
ま
で
に
契
約
を
締
結
し
た
高
い
省
エ
ネ
性
能
を
有
す
る
住
宅
の
新
築
、
一
定
の
リ
フ
ォ
ー
ム
や
既
存
住
宅
の
購
入
等
が
対
象
。

・
「
新
た
な
日
常
」
「
防
災
」
に
対
応
し
た
追
加
工
事

・
「
新
た
な
日
常
」
「
環
境
」
「
子
育
て
支
援
」
等
に
資
す
る
商
品

ポ
イ
ン
ト
を
活
用
し
た
「
新
た
な
日
常
」
対
応
工
事
イ
メ
ー
ジ
（テ
レ
ワ
ー
ク
対
応
、
感
染
症
予
防
対
応
）

非
接
触
型
水
栓

玄
関
近
く
の
手
洗
器
設
置

開
閉
可
能
間
仕
切
り
設
置

テ
レ
ワ
ー
ク
ス
ペ
ー
ス
設
置

＊
地
方
創
生
移
住
支
援
事
業
（
内
閣
府
・
内
閣
官
房
）
に
準
拠

令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
：
1,

09
4億
円

新
規
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１
．
給
付
額

（
参
考
）
収
入
額
の
目
安

住
民
税
（
都
道
府
県
）

所
得
割
額
注

給
付
額

４
２
５
万
円
以
下

6.
89
万
円
以
下

３
０
万
円

４
２
５
万
円
超
４
７
５
万
円
以
下

6.
89
万
円
超

8.
39
万
円
以
下

２
０
万
円

４
７
５
万
円
超
５
１
０
万
円
以
下

8.
39
万
円
超

9.
38
万
円
以
下

１
０
万
円

【
消
費
税
率
８
％
時
】

（
参
考
）
収
入
額
の
目
安

住
民
税
（
都
道
府
県
）

所
得
割
額
注

給
付
額

４
５
０
万
円
以
下

7.
60
万
円
以
下

５
０
万
円

４
５
０
万
円
超
５
２
５
万
円
以
下

7.
60
万
円
超

9.
79
万
円
以
下

４
０
万
円

５
２
５
万
円
超
６
０
０
万
円
以
下

9.
79
万
円
超

11
.9

0万
円
以
下

３
０
万
円

６
０
０
万
円
超
６
７
５
万
円
以
下

11
.9

0万
円
超

14
.0

6万
円
以
下

２
０
万
円

６
７
５
万
円
超
７
７
５
万
円
以
下

14
.0

6万
円
超

17
.2

6万
円
以
下

１
０
万
円

【
消
費
税
率
１
０
％
時
】

２
．
給
付
対
象

【
住
宅
を
新
築
又
は
新
築
住
宅
を
取
得
す
る
場
合
】

【
中
古
住
宅
を
取
得
す
る
場
合
】

①
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
す
る
場
合
の
要
件

②
現
金
購
入
の
場
合
の
追
加
要
件

・
床
面
積
５
０
㎡
以
上
の
住
宅

・
施
工
中
等
に
検
査
を
実
施
し
、
一
定
の
品
質
が
確
認
さ
れ
た
住
宅

（例
．
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
保
険
へ
の
加
入
、
建
設
住
宅
性
能
表
示
制
度
を
利
用
等
）

・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
に
優
れ
た
住
宅
な
ど
一
定
の
性
能
を
満
た
す
住
宅

（
フ
ラ
ッ
ト
３
５
Ｓ
の
基
準
に
適
合
す
る
住
宅
等
）

①
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
す
る
場
合
の
要
件

②
現
金
購
入
の
場
合
の
追
加
要
件

・
床
面
積
５
０
㎡
以
上
の
住
宅

・
現
行
耐
震
基
準
を
満
た
す
住
宅

・
中
古
住
宅
売
買
時
等
に
検
査
を
受
け
品
質
が
確
認
さ
れ
た
住
宅

（
例
．
既
存
住
宅
売
買
瑕
疵
保
険
へ
の
加
入
等
）

5
0
才
以
上
で
6
50
万
円
以
下
の
収
入
額
（
目
安
）
の
者
が
取
得
す
る
場
合
に
限
る
。

①
に
加
え
以
下
に
該
当
す
る
住
宅
と
し
、

50
才
以
上
で

65
0万
円
以
下
の
収

入
額
（
目
安
）
の
者
が
取
得
す
る
場
合
に
限
る
。

注
都
道
府
県
民
税
率
4
％
の
場
合
の
住
民
税
（
都
道
府
県
）
所
得
割
額

自
ら
居
住
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
、
以
下
の
要
件
を
満
た
す
住
宅

す
ま
い
給
付
金

令
和
２
年
度
第
３
次
補
正
予
算
：
77

7.
36
億
円

○
す
ま
い
給
付
金
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
拡
充
措
置
を
講
じ
て
も
な
お
効
果
が
限
定
的
な
所
得
層
に
対
し
、
住
宅
取
得
に

係
る
消
費
税
負
担
増
を
か
な
り
の
程
度
緩
和
す
る
た
め
、
収
入
に
応
じ
現
金
を
給
付
す
る
制
度
。
（
2
0
2
1
年
1
2
月
末
ま
で
に
引
渡
し

を
受
け
、
入
居
し
た
方
が
対
象
）

※
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
契
約
期
限
と
入
居
期
限
の
延
長
、
床
面
積
要
件
の
緩
和
に
応
じ
た
措
置
を
実
施
。
（
予
定
）
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（参考２） 
 

令和２年度補正予算（第３号）の概要（住宅局関係） 

 

Ⅰ．ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現 

１．デジタル改革・グリーン社会の実現 

（１）脱炭素社会実現に向けた省エネルギー性能の高い木造住宅等の普及促進 

国費     1,000 百万円 

 

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供

給、設計、施工などの連携体制による、地域材を用いた省エネルギー性能の高い木

造住宅等の整備を促進するとともに、若者・子育て世帯に対する支援を実施。 

 

（２）グリーン住宅ポイント制度               国費   109,400 百万円 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ経済の回復を図るため、高い

省エネ性能を有する住宅を取得する者等を対象とした、「新たな日常」等に対応し

た商品や追加工事と交換できる「グリーン住宅ポイント制度」を創設。 

 

２．地域・社会・雇用における民需主導の好循環の実現 

（１）都市再生の促進                 財政投融資   58,100 百万円 

 

都市の成長力強化に資する拠点形成等を図るため、（独）都市再生機構による地

方都市等における都市再生事業を実施。 

 

（２）グリーン住宅ポイント制度【再掲】                     国費   109,400 百万円 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ経済の回復を図るため、高い

省エネ性能を有する住宅を取得する者等を対象とした、「新たな日常」等に対応し

た商品や追加工事と交換できる「グリーン住宅ポイント制度」を創設。 

 

（３）住宅市場安定化対策事業（すまい給付金）               国費    77,736 百万円 

 

住宅ローン減税の拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対し、住宅取

得に係る消費税負担増をかなりの程度緩和し、住宅市場の安定化を図ることを目的

として実施しているすまい給付金について、給付措置の実施に必要な財政上の措置

を実施。 
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Ⅱ．防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保 

１．防災・減災、国土強靱化の推進 

（１）公営住宅に係る老朽化対策                             国費    1,900 百万円 

 

老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策について、重点的な支援を実施。 

 

（２）地域における防災・減災、国土強靱化の推進（防災・安全交付金等） 

国費   492,508 百万円の内数 

 

地域における防災・減災、国土強靱化を推進するため、地方公共団体の取組につ

いて重点的な支援を実施。 

・地震時等に著しく危険な密集市街地対策 

・老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策 

 

２．自然災害からの復旧・復興の加速 

〇公営住宅の災害復旧                                       国費       781 百万円 

 

令和元年東日本台風及び令和２年７月豪雨で被災した公営住宅の再建・補修等を

支援。 

 

３．国民の安全・安心の確保 

〇ＵＲ賃貸住宅における安全・安心な居住環境整備の促進       国費      205 百万円 

 

ＵＲ賃貸住宅における「新たな日常」等に対応した、安全・安心な居住環境を早

期に整備する必要があるため、住戸改修及び共用部のバリアフリー化等に対する支

援を実施。 
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（参考３）防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（住宅局関係）

番号 対策名 対策の内容 中長期の目標
５年後の状況
（令和７年度）

8
地震時等に著
しく危険な密
集市街地対策

大規模火災のリスクの高い地震時
等に著しく危険な密集市街地（以下
「危険密集市街地」という。）におい
て、老朽建築物の除却や延焼防止
性能を有する建築物への建替、避
難路となる道路や避難地となる公
園等の整備を促進する。

危険密集市街地における最低限の安全性を確保し、当該地区の面積の
減少を図る。

・危険密集市街地の面積
現状：約2,220ha（令和２年）
中長期の目標：０ha（令和12年）

＜本対策による達成目標の追加＞
・危険密集市街地の面積の解消とあわせて行う、危険密集市街地にお
ける地域防災力の向上に資するソフト対策が未実施地区の実施率
達成目標：100％（令和７年度）

・達成目標：100％
・危険密集市街地の整備
改善の加速化及びより
一層の安全性確保によ
る深化を図るため、地
域防災力の向上に資す
るソフト対策が未実施
の危険密集市街地につ
いて、全ての地区で完
了する。

9

住宅・建築
物の耐震化
による地震
対策

住宅・建築物の耐震改修に対する
補助等を引き続き重点的に行うこと
により、中長期的に住宅・建築物の
耐震化を促進する。

耐震診断義務付け対象建築物の早期の耐震診断・耐震改修を図り、地
震による崩壊・倒壊を防止する。

・耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率
現状：74％（令和２年）
中長期の目標：耐震性の不足するものをおおむね解消（令和７年）

・耐震診断の診断率（令和２年度時点で未診断の防災拠点についての
診断率）
中長期の目標：９割以上（令和５年度）
本対策による達成目標の引き上げ
７割以上 → ９割以上（令和５年度）

・耐震性の不足するもの
をおおむね解消
・防災拠点建築物等につ
いて、耐震診断が加速
化されることで、耐震改
修又は代替施設の確保
により大規模地震発生
時の防災力向上に資す
るとともに、耐震化率の
目標達成をより確実に
する。

86

老朽化した公
営住宅の建替
による防災・
減災対策

公営住宅ストックの老朽化が急速
に進んでおり、直近３年間で築50年
超の公営住宅は2.3倍に増加。更
新が進まなければ、老朽化がさら
に加速し、安全性が確保できない
おそれがある。そのため、特に老朽
化した高経年の公営住宅の建替を
さらに重点的に支援する。

老朽化した公営住宅を更新することにより、地震・火災等による被害を防
止する。

・特に老朽化した高経年の公営住宅の更新の進捗率
中長期の目標：100％

本対策による達成年次の前倒し
令和16年度 → 令和12年度

・達成目標：85％
・加速化・深化しない場合
の達成率65％と比較し
て高い達成率とし、より
安全性を確保する。ま
た、達成目標100％に
向けて計画的な更新を
進める。

概 要：大規模火災のリスクの高い地震時等に著しく危険な密集市街地（以下「危険密集市街地」という。）において、老
朽建築物の除却や延焼防止性能を有する建築物への建替、避難路となる道路や避難地となる公園等の整備を
促進する。

府省庁名：国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

地震時等に著しく危険な密集市街地対策

危険密集市街地における最低限の安全性を確保し、当該地区の面積
の減少を図る。
・危険密集市街地の面積
現状：約2,220ha（令和２年） 中長期の目標：０ha（令和12年）

＜本対策による達成目標の追加＞
・危険密集市街地の面積の解消とあわせて行う、危険密集市街地にお
ける地域防災力の向上に資するソフト対策が未実施地区の実施率
達成目標：100％（令和７年度）

8

・達成目標：100％
・危険密集市街地の整備改善の加速化及びより一層の安全性確保に
よる深化を図るため、地域防災力の向上に資するソフト対策が未実施
の危険密集市街地について、全ての地区で完了する。

・都道府県、政令指定都市、市区町村

避難場所等の指定状況をアプリで情報発信

防災備蓄倉庫の整備

【公園】【公園】

【空地】

＜地域防災力の向上に資する対策の例＞
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概 要：住宅・建築物の耐震改修に対する補助等を引き続き重点的に行うことにより、中長期的に住宅・建築物の耐震
化を促進する。

府省庁名：国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

住宅・建築物の耐震化による地震対策

耐震診断義務付け対象建築物の早期の耐震診断・耐震改修を図り、
地震による崩壊・倒壊を防止する。
・耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率

現状：74％（令和２年）
中長期の目標：耐震性の不足するものをおおむね解消（令和７年）

・耐震診断の診断率（令和２年度時点で未診断の防災拠点についての
診断率）
中長期の目標：９割以上（令和５年度）
本対策による達成目標の引き上げ
７割以上 → ９割以上（令和５年度）

9

・耐震性の不足するものをおおむね解消
・防災拠点建築物等について、耐震診断が加速化されることで、耐震
改修又は代替施設の確保により大規模地震発生時の防災力向上に
資するとともに、耐震化率の目標達成をより確実にする。

・建物所有者（都道府県、市区町村、民間）

耐震診断のイメージ

（想定する地震に対して
倒壊の危険性あり。）

（想定する地震に対して
所要の耐震性を確保して
いる。）

概 要：公営住宅ストックの老朽化が急速に進んでおり、直近３年間で築50年超の公営住宅は2.3倍に増加。更新が進
まなければ、老朽化がさらに加速し、安全性が確保できないおそれがある。そのため、特に老朽化した高経年
の公営住宅の建替をさらに重点的に支援する。

府省庁名：国土交通省

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

老朽化した公営住宅の建替による防災・減災対策

老朽化した公営住宅を更新することにより、地震・火災等
による被害を防止する。
・特に老朽化した高経年の公営住宅の更新の進捗率

中長期の目標：100％
本対策による達成年次の前倒し
令和16年度 → 令和12年度

86

・達成目標：85％
・加速化・深化しない場合の達成率65％と比較して高
い達成率とし、より安全性を確保する。また、達成目
標100％に向けて計画的な更新を進める。

・都道府県、市町村

老朽化が進む公営住宅

3,000 

15,000 

30,000 

390 
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4,500 
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28%
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更新戸数と進捗率の推移

通常分戸数 加速化・深化分戸数

未更新戸数 進捗率（加速化・深化）

進捗率（通常）

（戸）
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住宅

ローン減税

○現行の控除期間13年の措置について、
契約期限と入居期限をともに１年延長。
・契約期限（注文住宅はR2.10～R3.9、分譲住宅等はR2.12～
R3.11）と入居期限（R3.1～R4.12）を満たす者に適用。
・コロナによる入居遅延は問わない。
・50㎡以上の場合、控除率や所得要件等について、変更なし。

○控除期間13年の措置の延長分については、所得
制限を設けた上で床面積要件を40㎡以上に緩和。
・契約期限（注文住宅はR2.10～R3.9、分譲住宅等はR2.12～
R3.11）と入居期限（R3.1～R4.12）を満たす者に適用。
・40㎡以上50㎡未満については、
合計所得金額1,000万円以下の者に適用。

すまい給付金
○住宅ローン減税の契約期限と入居期限の延長、
床面積要件の緩和に応じた措置を実施。（予定）

贈与税

非課税措置

○R3.4～R3.12について、R2年度と同額の
非課税限度額を措置。
・R3.4～R3.12に住宅取得等に係る契約を締結した者に適用。
・50㎡以上の場合、所得要件等について、変更なし。

○所得制限を設けた上で床面積要件を40㎡以上に
緩和。
・R3.1以後の贈与について適用。
・40㎡以上50㎡未満については、
合計所得金額1,000万円以下の者に適用。

消費税率10％が
適用される場合
（新築等）

上記以外の場合

1,000万円
(1,500万円)

10年間
4,000万円
(5,000万円)

10年間
2,000万円
（3,000万円）

500万円
(1,000万円)

700万円
(1,200万円)

300万円
(800万円)

2019(R1)年 2020(R2)年 2021(R3)年

104104 7 17 4 7 10 11 1 今回の改正による追加的措置

（参考４）令和３年度国土交通省税制改正事項（住宅局関係）（１／２）

所得に応じて
１０～５０万円

所得に応じて
１０～３０万円

消費税率10％が
適用される場合
（新築等）

上記以外の場合

赤枠は現行措置
（令和２年度時点）

2,500万円
(3,000万円)

700万円
(1,200万円)

13年間
4,000万円
（5,000万円）

R3.12

10年間
4,000万円
（5,000万円）

注文住宅：R2.9
分譲住宅：R2.11

入居
期限

契約
期限

要望内容 特例措置 税目

延長

買取再販で扱われる住宅の取得等に係る特例措置

事業者が既存住宅を取得し、耐震改修等のリフォームを行う場合、不動産取得税を減額

[住宅部分] 築年数に応じて、最大36万円を減額
[敷地部分] 瑕疵担保責任保険に加入する等の場合は、自己居住用住宅と同様の減額措置

（最低45,000円減額（床面積に応じ加算））

不動産取得税

延長

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制

固定資産税 [住宅部分] 1/2以上5/6以下の範囲内で条例で定める割合を減額（５年間）

不動産取得税 [住宅部分] 最大36万円減額
[敷地部分] 自己居住用住宅と同様の減額措置（最低45,000円減額（床面積に応じ加算）)

固定資産税
不動産取得税

拡充
マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正に伴う税制上の所要の措置

耐震性不足のマンションの建替え等を行う場合に認められている不動産取得税の非課税措置等に
ついて、耐震性不足だけでなく、外壁剥落等により周辺に危害を生じるおそれがある場合等にも適用

所得税
法人税

登録免許税
住民税
事業税

不動産取得税

【その他の項目】
○被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置及び被災代替家屋に係る税額の特例措置の拡充（固定資産税・都市計画税）
○防災街区整備事業の施行に伴う新築の防災施設建築物に係る税額の減額措置の延長（固定資産税）
○特別貸付けに係る消費貸借に関する契約書の印紙税の非課税措置の延長（印紙税）

（参考４）令和３年度国土交通省税制改正事項（住宅局関係）（２／２）
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


